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(57)【要約】
　電力デバイスは、活性領域と、当該活性領域を囲んで
いる終端領域と、当該活性領域及び当該終端領域の各々
にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複
数のピラーと、を含む。当該活性領域及び当該終端領域
における第１導電型のピラーは実質的に同一幅を有し、
且つ当該活性領域における第２導電型のピラーは当該終
端領域における第２導電型のピラーより小さい幅を有す
ることによって、当該活性領域及び当該終端領域の各々
における電荷平衡状態は、当該終端領域におけるブレー
クダウン電圧が当該活性領域におけるブレークダウン電
圧よりも高くなることを特徴とする電力デバイス。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力デバイスであって、
　活性領域と、
　前記活性領域を囲んでいる終端領域と、
　前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電
型の複数のピラーと、
　を含み、前記活性領域及び前記終端領域における前記第１導電型のピラーは実質的に同
一幅を有し、且つ前記活性領域における前記第２導電型のピラーは前記終端領域における
前記第２導電型のピラーより小さい幅を有することによって、前記活性領域及び前記終端
領域の各々における電荷平衡状態は、前記終端領域におけるブレークダウン電圧が前記活
性領域におけるブレークダウン電圧よりも高くなることを特徴とする電力デバイス。
【請求項２】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記第１導電型はＰ型であり、前記第２導電
型はＮ型であることを特徴とする電力デバイス。
【請求項３】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記第１導電型はＮ型であり、前記第２導電
型はＰ型であることを特徴とする電力デバイス。
【請求項４】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記第１導電型のピラーの各々はＰ型シリコ
ンで実質的に充填されたトレンチを含み、前記トレンチは、前記第２導電型のピラーを形
成しているＮ型領域よって互いに分離されていることを特徴とする電力デバイス。
【請求項５】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記活性領域における前記第１導電型のピラ
ーは、前記終端領域における前記第１導電型のピラーと実質的に同一のドーピングプロフ
ァイルを有することを特徴とする電力デバイス。
【請求項６】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は、前記活性領域における前記
第２導電型のピラーの少なくとも１つを覆って伸張している平面状ゲート構造を含むこと
を特徴とする電力デバイス。
【請求項７】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は、前記活性領域における前記
第２導電型のピラーの少なくとも１つ内に所定の深さで伸張しているトレンチゲート構造
を含むことを特徴とする電力デバイス。
【請求項８】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は、前記活性領域における前記
第２導電型のピラーの何れかを覆って伸張しているトレンチゲート構造を含まないことを
特徴とする電力デバイス。
【請求項９】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記活性領域における前記第１導電型のピラ
ーはストライプ形状であり、前記終端領域における前記第１導電型のピラーの複数は前記
活性領域を同心状に囲んでいることを特徴とする電力デバイス。
【請求項１０】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記活性領域及び前記終端領域における前記
第１導電型のピラーの複数は同心状であることを特徴とする電力デバイス。
【請求項１１】
　請求項１に記載の電力デバイスであって、前記第１導電型の複数のピラーは当該活性ピ
ラーの伸長部位である終端ピラーを有し、他の複数の終端ピラーは前記活性領域に平行で
あることを特徴とする電力デバイス。
【請求項１２】
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　電力デバイスであって、
　活性領域と、
　移行領域と、
　前記活性領域及び前記移行領域を囲んでいる終端領域と、
　前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１及び第２の導
電型の複数のピラーであり、前記移行領域は前記活性領域と前記終端領域との間に前記第
１導電型の少なくとも１つのピラーと前記第２導電型の１つのピラーとを有し、前記活性
領域における前記第１導電型のピラーの複数はソース端子に接続されていて、前記終端地
領域における前記第１導電型のピラーの複数は浮遊状態にあって、前記移行領域における
前記第１導電型の少なくとも１つのピラーは、前記移行領域における前記第１導電型の少
なくとも１つのピラーを前記活性領域における前記第１導電型のピラーの複数のうちの１
つに接続している前記第１導電型の架橋用拡散部位を介して、前記ソース端子に接続され
ている、第１及び第２の導電型の複数のピラーと、
　を含み、
　前記架橋用拡散部位が前記第２導電型の少なくとも１つのピラーの幅に跨がって伸張し
、前記活性領域及び前記終端領域における前記第１導電型のピラーは、前記移行領域にお
ける前記第１導電型の少なくとも１つのピラーと同様に全て実質的に同一幅を有し、且つ
前記活性領域における前記第２導電型のピラーは前記移行領域における前記第２導電型の
少なくとも１つのピラーの幅より小さい幅を有することによって、前記活性領域及び前記
移行領域の各々における電荷平衡状態は、前記移行領域におけるブレークダウン電圧が前
記活性領域におけるブレークダウン電圧よりも高くなることを特徴とする電力デバイス。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域における前記第２導電型のピ
ラーは前記終端領域における前記第２導電型のピラーの複数の幅より小さい幅を有するこ
とによって、前記活性領域及び終端領域の各々における電荷平衡状態は、前記終端領域に
おけるブレークダウン電圧が前記活性領域におけるブレークダウン電圧よりも高いことを
特徴とする電力デバイス。
【請求項１４】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は前記第１導電型のボディ領
域と前記ボディ領域に前記第２導電型のソース領域とを含み、前記架橋用拡散部位は前記
ボディ領域よりも深く伸張することを特徴とする電力デバイス。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の電力デバイスであって、前記架橋用拡散部位及び前記ボディ領域は
実質的に同様のドーピング濃度を有することを特徴とする電力デバイス。
【請求項１６】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は前記第１導電型のボディ領
域と前記ボディ領域に前記第２導電型のソース領域とを含み、前記架橋用拡散部位は前記
ボディ領域よりも浅い深さに伸長することを特徴とする電力デバイス。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の電力デバイスであって、前記架橋用拡散部位は前記ボディ領域より
低いドーピング濃度を有することを特徴とする電力デバイス。
【請求項１８】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記第１導電型はＰ型であり、前記第２導
電型はＮ型であることを特徴とする電力デバイス。
【請求項１９】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記第１導電型はＮ型であり、前記第２導
電型はＰ型であることを特徴とする電力デバイス。
【請求項２０】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記第１導電型の各ピラーはＰ型シリコン
で実質的に充填されたトレンチを含み、前記トレンチは前記第２導電型のピラーを形成し
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ているＮ型領域よって互に分離されていることを特徴とする電力デバイス。
【請求項２１】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域及び終端領域における第１導
電型のピラーと前記移行領域における前記第１導電型の少なくとも１つのピラーとは全て
実質的に同一のドーピングプロファイルを有することを特徴とする電力デバイス。
【請求項２２】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は、前記活性領域における前
記第２導電型のピラーの少なくとも１つを覆って伸張している平面状ゲート構造を含むこ
とを特徴とする電力デバイス。
【請求項２３】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は、前記活性領域における前
記第２導電型のピラーの少なくとも１つの内部に所定深さで伸張しているトレンチゲート
構造を含むことを特徴とする電力デバイス。
【請求項２４】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域は、前記活性領域における前
記第２導電型のピラーの何れかを覆って伸張しているゲート構造を含まないことを特徴と
する電力デバイス。
【請求項２５】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域における前記第１導電型の複
数のピラーと前記移行領域における前記第１導電型の少なくとも１つのピラーとはストラ
イプ形状であり、前記終端領域における前記第１導電型のピラーの複数は前記活性領域及
び前記移行領域を同心状に囲むことを特徴とする電力デバイス。
【請求項２６】
　請求項１２に記載の電力デバイスであって、前記活性領域及び前記終端領域における前
記第１導電型のピラーの複数と前記移行領域における前記第１導電型の少なくとも１つの
ピラーとは同心状であることを特徴とする電力デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は２００７年９月２１日付け米国仮出願第６０／９７４，４３３号の利益を主張
し、当該出願の内容は全体として参照により本願に組み込まれる。
【０００２】
　本発明は、半導体技術に関し、特に、トランジスタ及びダイオードの如き改良された電
力半導体デバイス及びそれらの製造の方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　電力エレクトロニクス応用における重要なコンポーネントは固体素子スイッチである。
自動車応用における点火制御から電池式消費者エレクトロニクスデバイス、更には産業応
用における電力コンバータに至る分野において、特定応用の要求に最適に適合する電力ス
イッチに対するニーズがある。例えば、電力ＭＯＳ電界効果トランジスタ（電力ＭＯＳＦ
ＥＴ）、絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ）及び様々な形のサイリスタを含
む固体素子スイッチは、このニーズに応じて発展し続けている。電力ＭＯＳＦＥＴの場合
、例えば、横方向チャネルを備える二重拡散化構造（ＤＭＯＳ）（例えば、ブランシャー
ル氏及び他に付与された米国特許第４，６８２，４０５号）、トレンチゲート構造（例え
ば、モー氏及び他に付与された米国特許第６，４２９，４８１号）、並びに、トランジス
タ移動領域における電荷を平衡化する様々の技術（例えば、テンプル氏に付与された米国
特許第４，９４１，０２６号、チェン氏に付与された米国特許第５，２１６，２７５号、
及びニールソン氏に付与された米国特許第６，０８１，００９号）は多くの他の技術の中
で発達し、異なると共にしばしば競争力のある性能技術を提示してきた。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第４，６８２，４０５号
【特許文献２】米国特許第６，４２９，４８１号
【特許文献３】米国特許第４，９４１，０２６号
【特許文献４】米国特許第５，２１６，２７５号
【特許文献５】米国特許第６，０８１，００９号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　電力スイッチについて性能特性を画定するものとしては、オン抵抗、ブレークダウン電
圧及びスイッチング速度がある。特定応用の要求仕様に従ってこれら性能基準の各々につ
いて異なった強調がなされる。例えば、約３００～４００ボルトより大きい電力応用の場
合、ＩＧＢＴは電力ＭＯＳＦＥＴに比べて本質的により低いオン抵抗を与えるが、そのス
イッチング速度は、そのより遅いターンオフ特性に起因してより遅い。従って、低いオン
抵抗を必要として低いスイッチング周波数を備える４００ボルトより大きい応用の場合に
ＩＧＢＴの方が好ましいスイッチである一方、電力ＭＯＳＦＥＴはしばしば比較的より高
い周波数応用のための選択デバイスである。所与の応用の周波数要求仕様が使用対象のス
イッチのタイプを指定するならば、当該電圧要求仕様が特定のスイッチの構造上の作りを
決定する。例えば、電力ＭＯＳＦＥＴの場合、ドレイン乃至ソース間オン抵抗ＲＤＳｏｎ

とブレークダウン電圧との間の比例関係の理由から、低ＲＤＳｏｎを維持することが挑戦
である一方で当該トランジスタの電圧性能を改善する。当該トランジスタ移動領域におけ
る様々な電荷平衡構造が開発され、異なる成功度合いでこの挑戦を提示している。
【０００６】
　デバイス性能パラメータは、また、ダイの製造プロセス及びパッケージ化によって影響
を受ける。様々な改善されたプロセス実行及びパッケージ技術を開発することによってこ
れら挑戦の幾つかを提示する試みがなされた。
【０００７】
　それが超可搬型消費者エレクトロニクスデバイス、或いは通信システムにおけるルータ
及びハブであるかに関わらず、電力スイッチのための様々な応用はエレクトロニクス産業
の拡大によって成長し続けている。電力スイッチは、従って、高い開発潜在力を有する半
導体デバイスであり続ける。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の実施例に従って、電力デバイスは、活性（active）領域と、前記活性領域を囲
んでいる終端（termination）領域と、前記活性領域及び終端領域の各々において交互に
配置された第１及び第２導電型の複数のピラーとを含み、そこおいて、前記活性領域及び
前記終端領域における前記第１導電型のピラーは実質的に同一幅を有し、且つ前記活性領
域における前記第２導電型のピラーは前記終端領域における前記第２導電型のピラーより
小さい幅を有することによって、前記活性領域及び前記終端領域の各々における電荷平衡
状態（charge balance condition）は、前記終端領域におけるブレークダウン電圧が前記
活性領域におけるブレークダウン電圧よりも高くなることを特徴とする。
【０００９】
　１つの変形例において、前記第１導電型はＰ型であり、前記第２導電型はＮ型である。
【００１０】
　他の変形例において、前記第１導電型はＮ型であり、前記第２導電型はＰ型である。
【００１１】
　他の変形例において、前記第１導電型のピラーの各々はＰ型シリコンで実質的に充填さ
れたトレンチを含み、前記トレンチは、前記第２導電型のピラーを形成しているＮ型領域
よって互いに分離されている。
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【００１２】
　他の変形例において、前記活性領域における前記第１導電型のピラーは、前記終端領域
における前記第１導電型のピラーと実質的に同一のドーピングプロファイルを有する。
【００１３】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における前記第２導電型のピラー
の少なくとも１つを覆って伸張している平面状ゲート構造を含む。
【００１４】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における前記第２導電型のピラー
の少なくとも１つ内に所定の深さで伸張しているトレンチゲート構造を含む。
【００１５】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における前記第２導電型のピラー
の何れかを覆って伸張しているトレンチゲート構造を含まない。
【００１６】
　他の変形例において、前記活性領域における前記第１導電型のピラーはストライプ形状
であり、前記終端領域における前記第１導電型のピラーの複数は前記活性領域を同心状に
囲んでいる。
【００１７】
　他の変形例において、前記活性領域及び前記終端領域における前記第１導電型のピラー
の複数は同心状である。
【００１８】
　他の変形例において、前記第１導電型の複数のピラーは当該活性ピラーの伸長部位であ
る終端ピラーを有し、他の複数の終端ピラーは前記活性領域に平行である。
【００１９】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、移行（transition）領域
と、前記活性領域及び前記移行領域を囲んでいる終端領域と、前記活性領域及び前記終端
領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１及び第２の導電型の複数のピラーと、前記
移行領域は前記活性領域と前記終端領域との間に前記第１導電型の少なくとも１つのピラ
ーと前記第２導電型の１つのピラーとを有し、前記活性領域における前記第１導電型のピ
ラーの複数はソース端子に接続されていて、前記終端地領域における前記第１導電型のピ
ラーの複数は浮遊状態にあって、前記移行領域における前記第１導電型の少なくとも１つ
のピラーは、前記移行領域における前記第１導電型の少なくとも１つのピラーを前記活性
領域における前記第１導電型のピラーの複数のうちの１つに接続している前記第１導電型
の架橋用拡散部位（拡散ブリッジとも称する）を介して、前記ソース端子に接続されてい
て、前記架橋用拡散部位が前記第２導電型の少なくとも１つのピラーの幅に跨がって伸張
し、前記活性領域及び前記終端領域における前記第１導電型のピラーは、前記移行領域に
おける前記第１導電型の少なくとも１つのピラーと同様に全て実質的に同一幅を有し、且
つ前記活性領域における前記第２導電型のピラーは前記移行領域における前記第２導電型
の少なくとも１つのピラーの幅より小さい幅を有することによって、前記活性領域及び前
記移行領域の各々における電荷平衡状態は、前記移行領域におけるブレークダウン電圧が
前記活性領域におけるブレークダウン電圧よりも高くなる。
【００２０】
　１つの変形例において、前記活性領域における前記第２導電型のピラーは前記終端領域
における前記第２導電型のピラーの複数の幅より小さい幅を有することによって、前記活
性領域及び終端領域の各々における電荷平衡状態は、前記終端領域におけるブレークダウ
ン電圧が前記活性領域におけるブレークダウン電圧よりも高い。
【００２１】
　他の変形例において、前記活性領域は前記第１導電型のボディ領域と前記ボディ領域に
前記第２導電型のソース領域とを含み、前記架橋用拡散部位は前記ボディ領域よりも深く
伸張する。
【００２２】
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　他の変形例において、前記架橋用拡散部位及び前記ボディ領域は実質的に同様のドーピ
ング濃度を有する。
【００２３】
　他の変形例において、前記活性領域は前記第１導電型のボディ領域と前記ボディ領域に
前記第２導電型のソース領域とを含み、前記架橋用拡散部位は前記ボディ領域よりも浅い
深さに伸長する。
【００２４】
　他の変形例において、前記架橋用拡散部位は前記ボディ領域より低いドーピング濃度を
有する。
【００２５】
　他の変形例において、前記第１導電型はＰ型であり、前記第２導電型はＮ型である。
【００２６】
　他の変形例において、前記第１導電型はＮ型であり、前記第２導電型はＰ型である。
【００２７】
　他の変形例において、前記第１導電型の各ピラーはＰ型シリコンで実質的に充填された
トレンチを含み、前記トレンチは前記第２導電型のピラーを形成しているＮ型領域よって
互に分離されている。
【００２８】
　他の変形例において、前記活性領域及び終端領域における第１導電型のピラーと前記移
行領域における前記第１導電型の少なくとも１つのピラーとは全て実質的に同一のドーピ
ングプロファイルを有する。
【００２９】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における前記第２導電型のピラー
の少なくとも１つを覆って伸張している平面状ゲート構造を含む。
【００３０】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における前記第２導電型のピラー
の少なくとも１つの内部に所定深さで伸張しているトレンチゲート構造を含む。
【００３１】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における前記第２導電型のピラー
の何れかを覆って伸張しているゲート構造を含まない。
【００３２】
　他の変形例において、前記活性領域における前記第１導電型の複数のピラーと前記移行
領域における前記第１導電型の少なくとも１つのピラーとはストライプ形状であり、前記
終端領域における前記第１導電型のピラーの複数は前記活性領域及び前記移行領域を同心
状に囲む。
【００３３】
　他の変形例において、前記活性領域及び前記終端領域における前記第１導電型のピラー
の複数と前記移行領域における前記第１導電型の少なくとも１つのピラーとは同心状であ
る。
【００３４】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１
及び第２導電型の複数のピラーと、を含み、前記活性領域及び前記終端領域における前記
第１導電型のピラーは実質的に同一幅を有し且つ実質的に同一距離で互いに間隔が置かれ
ていて、前記第１導電型の表面ウエル領域は前記終端領域における前記第１導電型の２つ
以上のピラーの頂部領域に跨がって伸張し、前記表面ウエル領域の各々は前記第１導電型
のその対応するピラーを中心として配置され、前記表面ウエル領域の少なくとも２つは異
なる幅を有する。
【００３５】
　１つの変形例において、前記表面ウエル領域のうちの２つ以上の幅は前記活性領域から
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離れる方向で減少する。
【００３６】
　他の変形例において、前記表面ウエル領域は同一幅を有する。
【００３７】
　他の変形例において、前記表面ウエル領域の１つ以上の幅は前記第１導電型のピラーの
幅より大きい。
【００３８】
　他の変形例において、前記表面ウエル領域の１つ以上の幅は前記第１導電型のピラーの
幅より小さい。
【００３９】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記第１導電型のボディ領域と、前記ウエル領
域に前記第２導電型のソース領域と、を含み、そこおいて、前記ボディ領域は前記表面ウ
エル領域より深く伸張する。
【００４０】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記第１導電型のボディ領域と、前記ウエル領
域に前記第２導電型のソース領域と、含み、そこおいて、前記ボディ領域は前記表面ウエ
ル領域より高いドーピング濃度を有する。
【００４１】
　他の変形例において、各々がその頂上領域に跨がって表面ウエル領域を備える前記第１
導電型のピラーのうちの２つ以上は浮遊状態にある。
【００４２】
　他の変形例において、前記第１導電型はＰ型であり、前記第２導電型はＮ型である。
【００４３】
　他の変形例において、前記第１導電型はＮ型であり、前記第２導電型はＰ型である。
【００４４】
　他の変形例において、第１導電型の各ピラーは、実質的にＰ型シリコンで充填されたト
レンチを含み、前記トレンチは第２導電型のピラーを形成しているＮ型領域によって互い
に分離されている。
【００４５】
　他の変形例において、前記活性領域及び前記終端領域における第１導電型のピラーは全
て実質的に同一のドーピングプロファイルを有する。
【００４６】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における第２導電型の少なくとも
１つのピラーを覆って伸張している平面状ゲート構造を含む。
【００４７】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における前記第２導電型の少なく
とも１つのピラー内で所定の深さに伸張しているトレンチゲート構造を含む。
【００４８】
　他の変形例において、前記活性領域は、前記活性領域における第２導電型のピラーの何
れかを覆って伸張しているゲート構造を含まない。
【００４９】
　他の変形例において、前記活性領域における前記第１導電型のピラーの複数はストライ
プ形状であり、前記終端領域における前記第１導電型のピラーの複数は前記活性領域を同
心状に囲んでいる。
【００５０】
　他の変形例において、前記活性領域及び前記終端領域における前記第１導電型のピラー
の複数は同心状である。
【００５１】
　他の変形例において、第１導電型の複数のピラーは当該活性ピラーの伸長部位である終
端ピラーを有し、他の複数の終端ピラーは前記活性領域における第１及び第２導電型の複
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数に対して平行して伸張する。
【００５２】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１
及び第２導電型の複数のピラーと、を含み、前記活性領域及び前記終端領域における前記
第１導電型のピラーは実質的に同一幅を有し且つ実質的に同一距離で互いに間隔が置かれ
ていて、前記第１導電型の表面ウエル領域は前記終端領域における前記第１導電型の２つ
以上のピラーの頂部領域に跨がって伸張し、前記表面ウエル領域の１つ以上は前記第１導
電型のその対応するピラーに対してオフセットがなされていて、前記表面ウエル領域の少
なくとも２つは異なる幅を有する。
【００５３】
　１つの変形例において、前記表面ウエル領域の２つ以上は一緒に合体している。
【００５４】
　他の変形例において、前記表面ウエル領域のうちの２つ以上の幅は前記活性領域から離
れる方向で減少する。
【００５５】
　他の変形例において、前記表面ウエル領域の１つ以上の幅は前記第１導電型のピラーの
幅より大きい。
【００５６】
　他の変形例において、前記表面ウエル領域の１つ以上の幅は前記第１導電型のピラーの
幅より小さい。
【００５７】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１
及び第２導電型の複数のピラーと、を含み、前記活性領域における第１導電型のピラーは
ストライプ形状であり、前記終端領域における前記第１導電型のピラーは同心状であり、
前記第１導電型のストライプ形状のピラーの端部は前記第１導電型の同心状のピラーの最
初の１つから間隔が置かれて、当該間隔の間に前記第２導電型のギャップ領域を形成し、
そこおいて、前記第１導電型の拡散領域が前記ギャップ領域を通って何ら伸張しないこと
により、前記ギャップ領域を浮遊状態にすることが可能となる。
【００５８】
　１つの変形例において、前記終端領域と前記ギャップ領域との間に少なくとも１つの完
全浮遊状態メサが挿入されて付加的な分離を提供する。
【００５９】
　１つの変形例において、前記終端領域と前記ギャップ領域との間に少なくとも１つの部
分浮遊状態メサが挿入されて付加的な分離を提供する。
【００６０】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１
及び第２導電型の複数のピラーと、を含み、前記活性領域における前記第１導電型のピラ
ーはストライプ形状であり、前記終端領域における前記第１導電型のピラーは連続してい
ないものの前記活性領域の廻りに同心状に配置され、前記第１導電型のストライプ形状の
ピラーの端部は前記第１導電型の同心状のピラーの最初の１つから間隔が置かれて、当該
間隔の間に前記第２導電型のギャップ領域を形成し、そこにおいて、前記第１導電型の拡
散領域が前記ギャップ領域を通って何ら伸張しないことにより、前記ギャップ領域を浮遊
状態にすることを可能とする。
【００６１】
　１つの変形例において、少なくとも１つの同心状に配置された終端ピラーは連続する。
【００６２】
　他の変形例において、少なくとも１つの完全浮遊状態メサが前記終端領域と前記ギャッ
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プ領域との間に挿入されて付加的な分離を提供する。
【００６３】
　他の変形例において、少なくとも１つの部分浮遊状態メサが前記終端領域と前記ギャッ
プ領域との間に挿入されて付加的な分離を提供する。
【００６４】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域におけるポリシリコンゲートと電気的にコンタクトしている
ゲート相互接続部と、前記活性領域におけるソース領域と電気的にコンタクトしているソ
ース相互接続部と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された
第１及び第２導電型の複数のピラーと、前記活性領域に最も近い前記終端領域における前
記第１及び第２導電型の複数のうちの１つ以上から分離されているものの、これらを覆っ
て伸張しているポリシリコン電界プレート（フィールドプレートとも称する）と、それに
おいて、前記ポリシリコン電界プレートは前記ソース相互接続部に接続されている。
【００６５】
　１つの変形例において、前記ゲート相互接続部の部位が前記終端領域内に伸張し、前記
ポリシリコン電界プレートは前記ゲート相互接続部と前記終端領域における前記第２導電
型のピラーとの間に伸張するように構成されている。
【００６６】
　他の変形例において、前記第１導電型の拡散領域は、前記活性領域のエッジ領域に沿っ
て伸張するゲート相互接続部の部位の下に伸張する。
【００６７】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る及び終端領域と、前記活性領域におけるポリシリコンゲートと電気的にコンタクトして
いるゲート相互接続部と、前記活性領域におけるソース領域と電気的にコンタクトしてい
るソース相互接続部と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置さ
れた第１及び第２導電型の複数のピラーと、前記活性領域に最も近い前記終端領域におけ
る前記第１及び第２導電型の複数のうちの１つ以上から分離されているものの、これらを
覆って伸張しているポリシリコン電界プレートと、を含み、そこにおいて、前記ポリシリ
コン電界プレートは前記ソース相互接続部に接続されている。
【００６８】
　１つの変形例において、前記ゲート相互接続部の部位が前記分離領域内に伸張し、前記
ポリシリコン電界プレートは前記ゲート相互接続部と前記分離領域における前記第２導電
型のピラーとの間に伸張するように構成されている。
【００６９】
　他の変形例において、前記ゲート相互接続部の部位が前記終端領域内に伸張し、前記ポ
リシリコン電界プレートは前記ゲート相互接続部と前記終端領域における前記第２導電型
のピラーとの間に伸張するように構成されている。
【００７０】
　他の変形例において、前記第１導電型の拡散領域は、前記活性領域のエッジ領域に沿っ
て伸張するゲート相互接続部の部位の下に伸張する。
【００７１】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、  前記活性領域を囲んでいる終端領域
と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導
電型の複数のピラーであり、 前記活性領域における前記第１導電型のピラーはストライ
プ形状である複数のピラーと、前記活性領域における第１導電型のストライプ形状のピラ
ーの終端の前で終端しているものの、前記活性領域における前記第１導電型のストライプ
形状のピラーを通して伸張しているボディ領域と、前記ボディ領域が伸張していない前記
活性領域における前記第１導電型のストライプ形状のピラーの部位に少なくとも伸張して
いる前記第１導電型の１つ以上の拡散領域と、を含む。
【００７２】
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　１つの変形例において、少なくとも１つの第１導電型の拡散された領域が活性ボディ領
域を架橋する。
【００７３】
　他の変形例において、何れの第１導電型の領域も活性ボディ領域を架橋しない。
【００７４】
　他の変形例において、少なくとも１つの第１導電型の拡散された領域が前記ストライプ
形状の活性ピラーの終端を越えて伸張する。
【００７５】
　他の変形例において、少なくとも１つの第１導電型の拡散された領域が前記ストライプ
形状の活性ピラーの終端に衝合する。
【００７６】
　他の変形例において、少なくとも１つの第１導電型の拡散された領域が前記ストライプ
形状の活性ピラーの終端の境界内に含有される。
【００７７】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１
及び第２導電型の複数のピラーと、前記終端領域における複数の導電性の浮遊状態電界プ
レートであり、各浮遊状態電界プレートは前記終端領域における前記第１導電型のピラー
の少なくとも１つから絶縁されているものの、これを覆って伸張している浮遊状態電界プ
レートと、含む。
【００７８】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域にそれぞれが交互に配置されて前記終端領域中に伸張してい
る第１及び第２導電型の複数の活性ピラーと、前記終端領域にそれぞれが交互に配置され
て前記活性領域中に伸張している第１及び第２導電型の複数の終端ピラーと、実質的に直
角なコーナ（corner）を備えて前記終端領域に同心状に伸張している前記第１導電型の複
数のＰ型ウエルリングであり、前記複数のＰ型ウエルリングは、前記活性領域にあって前
記終端領域外に伸張する第１及び第２導電型の活性ピラーの部位と交差し、各リングは、
前記活性領域に伸張しない複数の第１導電型ピラーのうちの対応する１つのピラーの上側
表面領域を通して更に伸張する、複数のＰ型ウエルリングと、含む。
【００７９】
　１つの変形例において、第１及び第２導電型の前記複数の活性ピラー及び終端ピラーは
Ｎ型リッチ状態（N-rich）の電荷平衡状態を有する。
【００８０】
　他の変形例において、第１導電型の前記複数の活性及び終端ピラーは実質的に同一幅を
有し、実質的に同一距離で互いに間隔を置かれる。
【００８１】
　他の変形例において、前記第１導電型の前記複数の活性及び終端ピラーの幅は、前記第
１導電型の複数の活性及び終端ピラー間の間隔よりも小さくあることによって、前記活性
領域及び前記終端領域におけるＮ型リッチ状態の電荷平衡状態を作出する。
【００８２】
　他の変形例において、前記終端領域に伸張する第１及び第２導電型の前記複数の活性ピ
ラーの部位はＮ型リッチ状態の電荷平衡状態を有するように構成される。
【００８３】
　他の変形例において、前記終端領域に伸張する第１導電型の前記複数の活性ピラーの各
々の部位は前記活性領域から離れる方向で徐々に狭くなる幅を有する。
【００８４】
　他の変形例において、前記終端領域に伸張する第１導電型の複数の活性ピラーの各々の
部位は前記活性領域で伸張する部位よりも狭い幅を有する。
【００８５】
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　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを形成する方法は、第１導電型のシリコン
領域に深いトレンチを形成する工程と、各トレンチの底上に第２導電型のドーパントをイ
ンプラントする工程と、各トレンチを前記第２導電型のシリコン材料で実質的に充填する
工程と、を含み、これにより、当該インプラントされた領域及び各トレンチを実質的に充
填しているシリコン材料を含む前記第２導電型のピラーの深さを効果的に増やしている。
【００８６】
　１つの変形例において、１つ以上の温度サイクルが適用されて当該インプラントされた
ドーパントが拡散される。
【００８７】
　他の変形例において、第２導電型の当該インプラントドーピングは、前記ピラーの底で
Ｐ型リッチ化非平衡状態を作出するのに十分な程に高い。
【００８８】
　他の変形例において、前記ピラーは、同一幅を有し、互いに同一距離で間隔を置いて配
置される。
【００８９】
　他の変形例において、前記ピラーの幅は前記ピラー間の間隔より小さい。
【００９０】
　他の変形例において、前記ピラーの幅は前記ピラー間の間隔より大きい。
【００９１】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、シリコン層にそれぞれが交互に配置さ
れた第１及び第２導電型の複数のピラーと、前記第１導電型の複数のリッチ化領域であり
、各々が前記第１導電型の複数のピラーのうちの１つの底に形成され、これにより第１導
電型の前記複数のピラーの底に電荷非平衡状態を形成することによって、第１導電型の前
記複数のピラーの底でアバランシュ・ブレークダウンが始動するようにする。
【００９２】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを形成する方法は、基板を覆って第１導電
型の第１のシリコン層を形成する工程と、ドーパントのインプラントを行って前記第１の
シリコン層の上部位に第２導電型のリッチ化領域を形成する工程と、前記第１のシリコン
層を覆って前記第１導電型の第２のシリコン層を形成して前記第２のシリコン層を通して
伸長しているトレンチを形成する工程と、各トレンチを前記第２導電型のシリコン材料で
実質的に充填する工程と、を含み、各トレンチにおいて前記第２導電型のシリコン材料に
おけるドーパントが前記リッチ化領域の少なくとも１つと合体し、これにより、当該ピラ
ーの底でのドーピング濃度が当該ピラーの残部のドーピング濃度よりも各々が高い前記第
２導電型のピラーを形成している。
【００９３】
　１つの変形例において、第２導電型の前記インプラントドーピングは当該ピラーの底で
Ｐ型リッチの非平衡状態を作出するのに十分高い。
【００９４】
　他の変形例において、前記ピラーは、同一幅であり、互いに同一の距離で間隔を置いて
配置される。
【００９５】
　他の変形例において、前記ピラーの幅は前記ピラー間の間隔より小さい。
【００９６】
　他の変形例において、前記ピラーの幅は前記ピラー間の間隔より大きい。
【００９７】
　他の変形例において、前記Ｐ型ピラーは前記Ｐ型リッチ化領域を通して伸長する。
【００９８】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
活性ピラーと、前記終端領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
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終端ピラーと、第１導電型の前記複数の活性ピラーの全て又はサブセットに形成されたが
、前記第１導電型の終端ピラーの何れにも形成されていない前記第１導電型のリッチ化領
域と、を含む。
【００９９】
　１つの変形例において、前記リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーの全長
に沿って伸張しない。
【０１００】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーの全長に
沿って不連続である。
【０１０１】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーと平行は
ではない。
【０１０２】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーより広い
。
【０１０３】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーより狭い
。
【０１０４】
　他の変形例において、前記Ｐ型ピラーは前記Ｐ型リッチ化部を通して伸長する。
【０１０５】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
活性ピラーと、前記終端領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
終端ピラーと、第１及び第２導電型の前記複数の活性ピラーの部位を通して伸長している
前記第１導電型の補償領域と、を含む。
【０１０６】
　１つの変形例において、前記補償領域は、第１及び第２導電型の前記複数の終端ピラー
の底部位を通って更に伸長する。
【０１０７】
　他の変形例において、前記補償領域は、第１導電型の前記複数の活性ピラーのうちの少
なくとも２つに交差する１つ以上のストライプ形状よって形成される。
【０１０８】
　他の変形例において、前記補償領域は、第２導電型の前記複数の活性ピラーのうちの少
なくとも２つに交差する１つ以上のストライプ形状よって形成される。
【０１０９】
　他の変形例において、前記補償領域は、第１導電型の複数の活性ピラーと平行ではない
１つ以上のストライプ形状よって形成される。
【０１１０】
　他の変形例において、前記Ｐ型ピラーは前記補償領域を通して伸長する。
【０１１１】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
活性ピラーと、前記終端領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
終端ピラーと、前記第１導電型の複数の活性ピラーの全て又はサブセットに形成された前
記第２導電型のリッチ化領域と、
　を含む。
【０１１２】
　１つの変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーの
全長に沿って伸張しない。
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【０１１３】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーに沿
って不連続である。
【０１１４】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーと平
行でない。
【０１１５】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は、また、第１導電型の前記複数の終端ピラー
の全て又はサブセットの底に形成される。
【０１１６】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーより広い
。
【０１１７】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーより狭い
。
【０１１８】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第１導電型の複数の活性ピラーと平
行ではない。
【０１１９】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
活性ピラーと、前記終端領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
終端ピラーと、第２導電型の前記複数の活性ピラーの全て又はサブセットに形成された前
記第２導電型のリッチ化領域と、
　を含む。
【０１２０】
　１つの変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第２導電型の複数の活性ピラーの
全長に沿って伸張しない。
【０１２１】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第２導電型の複数の活性ピラーに沿
って不連続である。
【０１２２】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第２導電型の複数の活性ピラーと平
行でない。
【０１２３】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は、また、第２導電型の前記複数の終端ピラー
の全て又はサブセットの底に形成される。
【０１２４】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第２導電型の複数の活性ピラーより広い
。
【０１２５】
　他の変形例において、前記リッチ化領域は前記第２導電型の複数の活性ピラーより狭い
。
【０１２６】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は前記第２導電型の複数の活性ピラーと平
行ではない。
【０１２７】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
活性ピラーと、前記終端領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
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終端ピラーと、第１及び第２導電型の前記複数の活性ピラーの全て又は部位を通して伸長
している前記第２導電型のリッチ化領域と、
　を含む。
【０１２８】
　１つの変形例において、前記リッチ化領域は更に第１及び第２導電型の前記複数の終端
ピラーの底部位を通して更に伸長する。
【０１２９】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は第１導電型の前記複数の活性ピラーのう
ちの少なくとも２つに交差する１つ以上のストライプ形状よって形成される。
【０１３０】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は第２導電型の前記複数の活性ピラーのう
ちの少なくとも２つに交差する１つ以上のストライプ形状よって形成される。
【０１３１】
　他の変形例において、前記Ｎ型リッチ化領域は第１導電型の前記複数の活性ピラーと平
行ではない１つ以上のストライプ形状よって形成される。
【０１３２】
　他の変形例において、前記Ｐ型ピラーは前記Ｎ型リッチ化領域を通して伸長する。
【０１３３】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
活性ピラーと、ゲートパッドエリアと、前記活性領域に伸張している複数のポリシリコン
ゲートと、を含み、前記複数のポリシリコンゲートのうちの所定数がまた前記ゲートパッ
ドエリアに伸張する。
【０１３４】
　１つの変形例において、前記電力デバイスは、前記複数のポリシリコンゲート間でオー
バラップし且つ伸張しているウエル領域を含み、前記ウエル領域は前記ゲートパッドエリ
アに更に伸張している。
【０１３５】
　他の変形例において、前記電力デバイスは、隣接する複数のポリシリコンゲート間を電
気的に接続するためのポリシリコンブリッジを含む。
【０１３６】
　他の変形例において、前記ポリシリコンブリッジは前記ゲートパッドエリアに位置決め
される。
【０１３７】
　他の変形例において、前記ポリシリコンブリッジは前記ゲートパッドエリアの外側の周
辺部に沿って位置決めされる。
【０１３８】
　他の変形例において、ウエル領域は前記複数のポリシリコンゲートのうちの隣接同士間
を伸張し、各ポリシリコンブリッジの対向する側の複数のウエル領域が合体するように、
各ポリシリコンブリッジの幅が選択される。
【０１３９】
　他の変形例において、前記ゲートパッドエリアはゲートパッドメタルを含み、前記電力
のデバイスは、前記ゲートパッドエリアから離れる方向に、且つ前記複数のポリシリコン
ゲートが伸張する方向とは垂直方向に、前記ゲートパッドメタルの側から外へ伸張してい
るゲートライナメタルを更に含む。
【０１４０】
　他の変形例において、前記電力デバイスは、前記ゲートライナメタルに、前記複数のポ
リシリコンゲートのうちの１つとのコンタクトをもたらすように各々が構成された複数の
コンタクトを含む。
【０１４１】
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　他の変形例において、前記電力デバイスは、前記ゲートライナメタルに、前記ゲートパ
ッドエリア中に伸長する複数のポリシリコンゲートのうちの１つとのコンタクトをもたら
すように各々が構成された複数のコンタクトを含む。
【０１４２】
　他の変形例において、前記複数のコンタクトは前記ゲートパッドエリアの外側の周辺部
に沿って位置決めされる。
【０１４３】
　他の変形例において、前記複数のコンタクトは前記ゲートパッドエリアの中間部を通し
て伸長している列に沿って位置決めされる。
【０１４４】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、半導体領域におけるトレンチと、各ト
レンチにおけるシリコン材料であり、前記シリコン材料と、隣接するトレンチ同士間に伸
張している前記半導体領域の部位とが導電型を交互にする複数ピラーを形成するようなシ
リコン材料と、ゲート誘電体層よって前記半導体領域から絶縁されるゲート電極と、を含
み、そこにおいて、前記ゲート誘電体層が前記トレンチと横方向にオーバラップしないよ
うに、前記トレンチ及び前記ゲート誘電体層は構成される。
【０１４５】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを形成する方法は、半導体領域にトレンチ
を形成する工程と、各トレンチにシリコン材料を形成する工程であり、前記シリコン材料
と、隣接するトレンチ同士間に伸張している前記半導体領域の部位とが導電型を交互にす
る複数のピラーを形成するようにする工程と、前記半導体領域からゲート誘電体層によっ
て絶縁されたゲート電極を形成する工程と、を含み、そこにおいて、前記トレンチ及び前
記ゲート誘電体層は、前記ゲート誘電体層が前記トレンチと横方向にオーバラップしない
ように構成される。
【０１４６】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを格納しているダイは、活性領域と、前記
活性領域を囲んでいる終端領域と、前記ダイの外側の周辺部に沿ったけがき線エリアと、
前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の活性ピラーと、
前記終端領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の同心状の終端ピ
ラーと、前記けがき線エリアにそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の
同心状のけがき線ピラーと、を含む。
【０１４７】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを格納しているダイは、活性領域と、前記
活性領域を囲んでいる終端領域と、前記ダイの外側の周辺部に沿ったけがき線エリアと、
前記活性領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の活性ピラーと、
前記終端領域にそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数の終端ピラーと、
前記けがき線エリアにそれぞれが交互に配置された第１及び第２導電型の複数のけがき線
ピラーと、を含み、そこにおいて、第１及び第２導電型の前記複数のけがき線ピラーは、
前記けがき線エリアが伸張する方向に対して垂直な方向に伸張する。
【０１４８】
　１つの変形例において、前記ダイは、前記第１導電型の複数のけがき線ピラーに対して
動作中に所定ポテンシャルのバイアスをかけるために、前記第１導電型の複数のけがき線
ピラーをコンタクトするように構成される。
【０１４９】
　他の変形例において、第１及び第２導電型の前記けがき線ピラーは、第１及び第２導電
型の前記複数の終端ピラーから所定のメサ間隔の間隔を置いて配置される。
【０１５０】
　他の変形例において、第１及び第２導電型の複数の活性ピラーはストライプ形状であり
、第１及び第２導電型の前記複数の終端ピラーは同心状である。
【０１５１】



(17) JP 2010-541212 A 2010.12.24

10

20

30

40

50

　他の変形例において、第１及び第２導電型の複数の活性ピラー及び第１及び第２導電型
の前記複数の終端ピラーはストライプ形状である。
【０１５２】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、活性領域と、前記活性領域を囲んでい
る終端領域と、前記活性領域及び前記終端領域の各々にそれぞれが交互に配置された第１
及び第２導電型の複数のピラーと、を含み、前記活性領域における前記第１導電型のピラ
ーはストライプ形状であり、前記終端領域における前記第１導電型のピラーは同心状であ
り、前記第１導電型の当該ストライプ形状のピラーの端部は、前記第１導電型の当該同心
状のピラーのうちの最初の１つから間隔を置かれて、それらの間に前記第２導電型のギャ
ップ領域を形成し、前記活性領域における電荷平衡状態に対して前記ギャップ領域に沿っ
た電荷平衡状態を得るために前記ギャップ領域は選択された所定幅を有し、前記ギャップ
領域に沿ったブレークダウン電圧より低いブレークダウン電圧を有する前記活性領域の結
果を生じる。
【０１５３】
　１つの変形例において、前記活性領域及び前記終端領域の双方における第１導電型の前
記ピラーはトレンチに形成され、当該トレンチはテーパ状にされた側壁を有し、そこにお
いて、前記ギャップ領域の所定幅は、前記トレンチ側壁がテーパ状にされた度合い、及び
前記活性領域における第１導電型のピラー同士間の間隔に部分的に依存する。
【０１５４】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは、基板を覆った下部エピタキシャル層と
、前記下部エピタキシャル層を覆い且つこれとコンタクトする上部エピタキシャル層と、
前記上部エピタキシャル層を通して伸長して前記下部エピタキシャル層内で終端する複数
のトレンチであり、各々がテーパ状にされたトレンチ側壁を含む、複数のトレンチと、各
トレンチに形成されたシリコン材料であり、隣接するトレンチ同士の間に伸張している前
記上部及び下部エピタキシャル層の部位と一緒になって導電型が交互する複数のピラーを
形成する、シリコン材料と、を含み、そこにおいて、前記上部エピタキシャル層は前記下
部エピタキシャル層より高いドーピング濃度を有する。
【０１５５】
　１つの変形例において、前記上部エピタキシャル層は、前記上部エピタキシャル層の上
面近くで隣接したトレンチ同士間にあるＪＦＥＴインプラント領域であり、前記上部エピ
タキシャル層と同一の導電型であるが、前記上部エピタキシャル層より高いドーピング濃
度を有するＪＦＥＴインプラント領域を含む。
【０１５６】
　他の変形例において、各トレンチの垂直深さのうちでより大きい部位が前記下部エピタ
キシャル層よりは前記上部エピタキシャル層に伸張する。
【０１５７】
　他の変形例において、各トレンチにおけるシリコン材料は、前記トレンチの底から前記
トレンチの頂上への方向で増加するドーピング濃度を有する。
【０１５８】
　他の変形例において、前記下部エピタキシャル層は、前記下部エピタキシャル層の底か
ら頂上への方向で増加するドーピング濃度を有する。
【０１５９】
　他の変形例において、前記上部エピタキシャル層は、前記上部エピタキシャル層の底か
ら頂上への方向で増加するドーピング濃度を有する。
【０１６０】
　本発明の他の実施例に従って、アライメントマークを基板の裏面から表面に移転する方
法は、前記基板の裏面に沿ってアライメントマークを形成する工程と、前記アライメント
マークを形成した後に、前記基板の表面に沿ってエピタキシャル層を形成する工程と、前
記エピタキシャル層にトレンチを形成し、前記トレンチを形成した後に、前記アライメン
トマークを前記基板の表面に移転する工程と、を含む。
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【０１６１】
　前記アライメントマークを前記基板の表面に移転する工程に先立って、前記基板の表面
を平坦化する工程を含む。
【０１６２】
　他の変形例において、前記基板の表面を平坦化する工程に先立って、前記トレンチをシ
リコン材料で充填する工程を含む。
【０１６３】
　他の変形例において、前記基板の表面を平坦化した後に、隣接するトレンチ同士の間に
伸張している前記エピタキシャル層の部位と一緒になって前記トレンチ内に残ったシリコ
ン材料は導電型が交互する複数のピラーを形成する。
【０１６４】
　他の変形例において、前記平坦化は、化学的及び機械的な研磨を用いることよって実行
される。
【０１６５】
　他の変形例において、前記アライメントマークは前記基板の裏面に沿って伸張している
ポリシリコン層に形成される。
【０１６６】
　他の変形例において、前記エピタキシャル層を形成する工程に先立って、前記ポリシリ
コン層を覆って前記基板の裏面上に誘電体層を形成して、エピタキシャル層形成工程中に
おける前記ポリシリコンを覆ったエピタキシャル層の形成を防止する。
【０１６７】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを形成する方法は、半導体領域にトレンチ
を形成する工程と、前記トレンチをシリコン材料で充填する工程と、前記トレンチを充填
した後にポストペークプロセスを実行する工程とを含む。
【０１６８】
　１つの変形例において、前記ポストベークプロセスは、前記シリコン材料においてシリ
コンマイグレーションを生ぜしめて、シリコン欠陥に起因する漏れ電流を最小にする。
【０１６９】
　他の変形例において、前記ポストペークプロセスは、不活性環境下で少なくとも３０分
間１１５０～１２５０℃の範囲内の温度で実行される。
【０１７０】
　他の変形例において、前記半導体領域は基板を覆ったエピタキシャル層と前記エピタキ
シャル層中に伸張するトレンチとを含み、前記方法は、前記ポストペークプロセスを実行
する工程の後に、前記エピタキシャル層にボディ領域を形成する工程と、前記ボディ領域
に高濃度ボディ領域を形状する工程と、を含む。
【０１７１】
　他の変形例において、前記半導体領域は基板を覆ったエピタキシャル層と前記エピタキ
シャル層中に伸張するトレンチとを含み、前記シリコン材料は、隣接したトレンチ同士間
に伸張する前記エピタキシャル層の部位と一緒になって、導電型を交互にする複数のピラ
ーを形成する。
【０１７２】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは半導体領域に伸張している複数のトレン
チを含み、そこにおいて、前記トレンチ側壁の各々と前記トレンチ底とに沿い且つ前記ト
レンチに隣接するメサ領域に沿った前記半導体領域の結晶配向は互いに適合し、前記トレ
ンチにおけるシリコン材料は、当該シリコン材料と、隣接したトレンチ同士間に伸張して
いる前記半導体領域の部位とが一緒になって導電型を交互にする複数のピラーを形成する
。
【０１７３】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスは半導体領域に伸張している複数のトレン
チを含み、そこにおいて、水平に全て伸長していると共に前記複数のトレンチの内部及び
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外部に垂直に伸長している表面に沿った前記半導体領域の結晶配向は互いに適合し、前記
トレンチにおけるシリコン材料は、当該シリコン材料と、隣接したトレンチ同士間に伸張
している前記半導体領域の部位とが導電型を交互にする複数のピラーを形成する。
【０１７４】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを形成する方法は、トレンチを半導体領域
に形成する工程と、トレンチ側壁及び底を裏張りしている第１のエピタキシャル層を形成
する工程と、前記第１のエピタキシャル層の部位を除去し、前記第２のエピタキシャル層
の部位を除去した後に、前記トレンチを実質的に充填している最終的なエピタキシャル層
を形成する工程と、を含む。
【０１７５】
　１つの変形例において、前記第１のエピタキシャル層の部位を除去した後に且つ前記最
終的なエピタキシャル層を形成する前に、前記第１のエピタキシャル層の残りの部位を覆
って第２のエピタキシャル層を形成する工程と、前記第２のエピタキシャル層の部位を除
去する工程と、含む。
【０１７６】
　他の変形例において、前記トレンチにおける前記第１、第２及び最終的なエピタキシャ
ル層は、隣接するトレンチ同士間で伸張している前記半導体領域の部位と一緒になって、
導電型を交互にする複数のピラーを形成する。
【０１７７】
　他の変形例において、前記除去する工程はＨＣｌを用いることよって実行される。
【０１７８】
　他の変形例において、前記第２のエピタキシャル層の部位を除去した後に且つ前記最終
的なエピタキシャル層を形成する前に、前記第２のエピタキシャル層の残りの部位を覆っ
て第３のエピタキシャル層を形成する工程と、前記第３のエピタキシャル層の部位を除去
する工程と、含む。
【０１７９】
　他の変形例において、前記第１のエピタキシャル層の部位を除去するのに先立って、前
記第１のエピタキシャル層は不均一な厚さを有するものの、前記第１のエピタキシャル層
の残りの部位は実質的に均一な厚さを有する。
【０１８０】
　他の変形例において、前記第２のエピタキシャル層の部位を除去するのに先立って、前
記第２のエピタキシャル層は不均一な厚さを有するものの、前記第２のエピタキシャル層
の残りの部位は実質的に均一な厚さを有する。
【０１８１】
　本発明の他の実施例に従って、電力デバイスを形成する方法は、トレンチを半導体領域
に形成する工程と、水素環境下における第１のアニール処理を実行して、トレンチ側壁に
沿った格子損傷を除去し前記トレンチのコーナを丸く滑らかにし、前記第１のアニール処
理の後、トレンチ側壁及び底を裏張りしている第１のエピタキシャル層を形成する工程と
、含む。
【０１８２】
　１つの変形例において、前記第１のエピタキシャル層の部位を除去し、前記第１のエピ
タキシャル層の部位を除去した後に、水素環境下で第２のアニール処理を実行して、前記
第１のエピタキシャル層の残りの部位の露出した側壁及び底に沿った格子損傷を除去し、
前記第２のアニール処理を実行した後に、前記第１のエピタキシャル層の残りの部位を覆
って第２のエピタキシャル層を形成する。
【０１８３】
　他の変形例において、前記第２のエピタキシャル層の部位を除去し、前記第２のエピタ
キシャル層の部位を除去した後に、水素環境下で第３のアニール処理を実行して、前記第
２のエピタキシャル層の残りの部位の露出した側壁及び底に沿った格子損傷を除去し、前
記第３のアニール処理の後、前記トレンチを実質的に充填している最終的なエピタキシャ
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ル層を形成する。
【０１８４】
　他の変形例において、前記トレンチにおける前記第１、第２及び最終的なエピタキシャ
ル層は、隣接するトレンチ同士間で伸張している前記半導体領域の部位と一緒になって、
導電型を交互にする複数のピラーを形成する。
【０１８５】
　本発明の他の実施例において、電力デバイスを形成する方法は、半導体領域にトレンチ
を形成する工程と、前記トレンチにエピタキシャル層を流量制御されたＨＣｌフローを用
いて形成する工程と、を含む。
【０１８６】
　１つの変形例において、当該流量制御されたＨＣｌフローは実質的に均一な厚さを備え
るエピタキシャル層の形成を生じる。
【０１８７】
　他の変形例において、前記ＨＣｌガスは、初期トレンチ充填中の低フローから前記トレ
ンチの最終的閉塞における高フローに至る流量制御がなされる。
【０１８８】
　変形例において、前記トレンチにおける前記エピタキシャル層は、隣接するトレンチ同
士の間で伸張している前記半導体領域の部位と一緒になって導電型を交互にする複数のピ
ラーを形成する。
【図面の簡単な説明】
【０１８９】
【図１Ａ】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの異なるレイアウト構成の１つを示す図
である。
【図１Ｂ】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの異なるレイアウト構成の他の１つを示
す図である。
【図１Ｃ】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの異なるレイアウト構成の更なる他の１
つを示す図である。
【図２】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの単純化された断面図であり、ブレークダ
ウンが活性領域で最初に起こるように構成される。
【図３】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの単純化された断面図であり、当該移行領
域における移行ピラーが当該活性領域において最初にコンタクトされたピラーに拡散領域
を介して架橋される。
【図４Ａ】５つの終端Ｐ型ピラーリングを備える従来の終端構成についてのシミュレーシ
ョン結果を示している。
【図４Ｂ】５つの終端Ｐ型ピラーリングを備える従来の終端構成についてのシミュレーシ
ョン結果を示している。
【図５】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの単純化された断面図であり、当該所望の
表面電気的プロファイルが、当該Ｐ型ピラー廻りに同心状にされた表面Ｐ型ウエル領域を
用いて得られる。
【図６Ａ】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの単純化された断面図であり、当該ピラ
ーの幅が一定に維持される一方で、当該表面ウエルの幅が当該活性領域から離れる方向で
徐々に減少する。
【図６Ｂ】図６Ａにおける構造についての表面電気的プロファイルを示している。
【図７】本発明の実施例に従った超接合ＦＥＴの単純化された断面図であり、所望の表面
電界は、当該Ｐ型ピラー廻りに非対称であり且つある例において複数が一緒に結合される
表面Ｐ型ウエルを用いて得られる。
【図８Ａ】本発明の実施例に従ったダイのコーナの単純化された上面レイアウト図であり
、活性Ｐ型ピラーストライプの端部と当該同心状のＰ型ピラーとの間のギャップ領域を示
している。
【図８Ｂ】図８Ａで示されたものと同様のコーナ設計によるダイの写真であり、当該ダイ
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にはバイアスが掛かっていて、当該ダイの四つのコーナ近くのより明るいエリアはブレー
クダイウンが最初に起こる箇所を示している。
【図９Ａ】本発明の例示的な実施例に従った上面レイアウト図であり、当該活性領域ギャ
ップ及び当該同心状の終端ピラーコーナの如き電荷非平衡エリアが当該活性領域から非接
続にされることによって、それらを当該ソースより高いポテンシャルに浮遊状態にするこ
とができる。
【図９Ｂ】例示的な他の実施例に従った上面レイアウト図であり、第２の完全浮遊状態メ
サが挿入されて当ギャップ及びコーナエリア及び当該終端との間の追加的な分離を提供す
る。
【図９Ｃ】図９Ａに示されたものと同様のコーナ構成を有するダイの写真である。そこに
おいて、当該ダイはバイアスが掛けられていて、当該ダイの４つのコーナの近くのより明
るいエリアはブレークダウンが最初に起こる箇所を示している。
【図１０】本発明の実施例に従った単純化された断面図であり、当該コーナエリアにおけ
るギャップ領域を示している。
【図１１】例示的な他の実施例の単純化された断面図であり、図３の実施例に関連して説
明された架橋用のＰＩｓｏ拡散部位は、当該ゲートメタルの下に伸張されることによって
、当該ゲートメタルの何ら部分が当該ドレイン領域を覆って伸張しない。
【図１２】例示的な他の実施例に従う単純化された断面図であり、図５～図７の実施例に
関連して説明された表面ウエル領域が当該ゲートメタルの下に伸張されることによって、
当該ゲートメタルの何ら部分が当該ドレイン領域を覆って伸張しない。
【図１３】例示的な他の実施例に従う単純化された断面図であり、浅くより軽くドーピン
グがされた表面Ｐ型ウエル領域が、当該Ｐ型ボディ領域が終端するストライプ形状活性Ｐ
型ピラーの端に沿って伸張する。
【図１４Ａ】本発明の実施例に従った単純化されたレイアウト図であり、当該ＰＩｓｏ及
び表面Ｐ型ウエル領域の１つの実現形態を示している。
【図１４Ｂ】図１４Ａに関連する他の１つの実現形態を示すレイアウト図である。
【図１４Ｃ】図１４Ａに関連する他の１つの実現形態を示すレイアウト図である。
【図１４Ｄ】図１４Ａに関連する他の１つの実現形態を示すレイアウト図である。
【図１４Ｅ】図１４Ａに関連する他の１つの実現形態を示すレイアウト図である。
【図１４Ｆ】図１４Ａに関連する他の１つの実現形態を示すレイアウト図である。
【図１４Ｇ】図１４Ａに関連する他の１つの実現形態を示すレイアウト図である。
【図１５】本発明の例示的な実施例に従った単純化された断面図であり、当該終端領域に
おける浮遊状態電界プレートの実現形態を示している。
【図１６Ａ】電界プレートを備える構造についての電界プロファイルを示す図である。
【図１６Ｂ】電界プレートを備えない構造についての電界プロファイルを示す図である。
【図１７】本発明の例示的な実施例に従ったダイのコーナの単純化された上面レイアウト
図であり、表面Ｐ型ウエルリングが用いられて、当該活性領域に交差しないピラーのポテ
ンシャルが固定されるか、そうでなけば浮遊状態になる。
【図１８Ａ】本発明の例示的な実施例に従ったＰ型ピラーを形成する１つのプロセス工程
における単純化された断面図である。
【図１８Ｂ】図１８Ａに関連する他の１つのプロセス工程における単純化された断面図で
ある。
【図１９】本発明の例示的な実施例に従う単純化された断面図であり、Ｐ型リッチ化領域
が全てのＰ型ピラーの底に形成されて、局所的な電荷非平衡を作出することによって、当
該ピラー底におけるアバランシュ・ブレークダウンの始動を誘発する。
【図２０Ａ】本発明の例示的な実施例に従った単純化された断面図であり、図１９におけ
る構造を形成するためのプロセスフローのうちの１つの工程を示している。
【図２０Ｂ】図２０Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２０Ｃ】図２０Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２０Ｄ】図２０Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
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【図２０Ｅ】図２０Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２０Ｆ】図２０Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２０Ｇ】図２０Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２０Ｈ】図２０Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２１Ａ】本発明の実施例に従った単純化された断面図であり、当該活性領域及び／又
は終端領域におけるＰ型ピラーの全て又は選択されたグループの底における又はその近く
におけるＰ型リッチ化領域の１つの実現形態を示している。
【図２１Ｂ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２１Ｃ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２１Ｄ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２１Ｅ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２１Ｆ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ａ】本発明の実施例に従った単純化された断面図であり、当該活性領域及び／又
は終端領域におけるＰ型ピラーの全て又は選択されたグループの底における又はその近く
におけるＮ型リッチ化領域の１つの実現形態を示している。
【図２２Ｂ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｃ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｄ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｅ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｆ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｇ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｈ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｉ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｊ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｋ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｌ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｍ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２２Ｎ】図２１Ａのプロセスフローに関連する１つの工程を示す断面図である。
【図２３】本発明の実施例に従ったゲートパッドエリア及びその周囲の領域の単純化され
た上面レイアウト図であり、当該活性ポリストライプは当該ゲートパッドの下に伸張され
る。
【図２４】本発明の他の実施例に従った単純化された上面レイアウト図であり、図２３の
構成の変形例を示し、当該ポリストライプは、ポリブリッジは用いられていないこと以外
、図２３と同様にゲートパッドエリアを通して伸長される。
【図２５】本発明の変形例に従った単純化された上面レイアウト図であり、当該ポリスト
ライプへのゲートメタルコンタクトが当該ゲートパッドエリアの中心に沿って作られてい
ること以外、図２３の実施例に同様である。
【図２６】本発明の他の実施例に従った単純化された上面レイアウト図であり、図２５の
構成の変形例を示し、当該ポリストライプは、ポリブリッジが用いられていないこと以外
、図２３と同様に当該ゲートパッドエリアを通して伸長している。
【図２７Ａ】本発明の実施例に従った単純化された断面図であり、当該活性チャネルが当
該ピラートレンチのエッチ及び充填がなされた領域を覆って形成されないことを確実にす
る１つの技術を示している。
【図２７Ｂ】図２７Ａに関連する他の１つの技術を示す断面図である。
【図２７Ｃ】図２７Ａに関連する他の１つの技術を示す断面図である。
【図２８】本発明の実施例に従った断面図であり、何らトレンチが普通では形成されない
けがき線エリアにトレンチが形成される。
【図２９】従来のレイアウト図であり、何らトレンチがけがき線エリアに伸張していない
ことを示している。
【図３０】本発明の実施例に従った単純化された上面レイアウト図であり、パターンが当
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該終端トレンチと同様な追加的なトレンチが当該けがき線エリアに形成される。
【図３１】本発明の他の実施例に従った単純化された上面レイアウト図であり、トレンチ
が当該けがき線エリアに伸長する概念の１つの変形例を示している。
【図３２】本発明の他の実施例に従った単純化された上面レイアウト図であり、トレンチ
が当該けがき線エリアに伸長する概念の他の１つの変形例を示している。
【図３３】本発明の実施例に従ったコーナエリアの単純化された上面レイアウト図であり
、当該コーナエリアにおける様々なギャップが注意深く設計されて当該所望の電荷平衡特
性を得られている。
【図３４Ａ】本発明の例示的な実施例に従った単純化された断面図であり、図２で示され
た構造を形成する１つのプロセス工程を示している。
【図３４Ｂ】図３４Ａに関連する他のプロセス工程を示す断面図である。
【図３４Ｃ】図３４Ａに関連する他のプロセス工程を示す断面図である。
【図３４Ｄ】図３４Ａに関連する他のプロセス工程を示す断面図である。
【図３４Ｅ】図３４Ａに関連する他のプロセス工程を示す断面図である。
【図３４Ｆ】図３４Ａに関連する他のプロセス工程を示す断面図である。
【図３４Ｇ】図３４Ａに関連する他のプロセス工程を示す断面図である。
【図３５Ａ】本発明の例示的な実施例に従った極めて単純化された断面図であり、２つの
ｅｐｉ層のドーピング濃度は、当該トレンチのプロファイルを考慮に入れて注意深く選択
される。
【図３５Ｂ】単一ｅｐｉ構成のブレークダウン電圧特性を図３５Ａに示された二重化ｅｐ
ｉ構成と比較しているグラフである。
【図３６】超接合ＦＥＴについてのドーピングプロファイルを示す図であり、Ｊ－ＦＥＴ
インプラントが用いられて当該超接合ＦＥＴのネック領域における抵抗を低減している。
【図３７】本発明の実施例に従った様々のプロセス工程における単純化された断面図であ
り、当該トレンチの形成に先立って、アライメントマークが当該ウエハの裏側上に形成さ
れ、当該上面の平坦化完了後に、当該アライメントマークが次いで上側に移転される技術
を示している。
【図３８】本発明の実施例に従った図３７のプロセスで用いられた設備の単純化された図
であり、アライメントマークを当該ウエハの裏側から表側に移転している。
【図３９Ａ】本発明の実施例に従ったプロセスにおける単純化された断面図であり、当該
トレンチをｅｐｉで充填した後、ポストベークプロセスが実行されて、シリコンマイグレ
ーションによってＰ型ピラーのより堅い充填状態と結晶化が提供される。
【図３９Ｂ】図３９Ａに関連する他の断面図である。
【図４０】ウエハの上面図であり、当該ウエハはその平面に対して４５度回転されている
。
【図４１Ａ】ウエハ回転が使用されないケースのシリコンの結果を示す図である。
【図４１Ｂ】ウエハ回転が使用されたケースのシリコンの結果を示す図である。
【図４２Ａ】オンアクシス（on-axis）ウエハシナリオの場合の結晶配向を示す図である
。
【図４２Ｂ】オフアクシス（off-axis）ウエハシナリオの場合の結晶配向を示す図である
。
【図４３】本発明の実施例に従った一連のＳＥＭ画像を示す図であり、例示的な複数ｅｐ
ｉプロセスを示している。
【図４４Ａ】本発明の実施例に従った単純化された断面図であり、図４３で表された複数
ｅｐｉプロセスをより明らかに示している。
【図４４Ｂ】図４４Ａに関連する他の断面図である。
【図４４Ｃ】図４４Ａに関連する他の断面図である。
【図４４Ｄ】図４４Ａに関連する他の断面図である。
【図４４Ｅ】図４４Ａに関連する他の断面図である。
【図４４Ｆ】図４４Ａに関連する他の断面図である。
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【図４５Ａ】本発明の実施例に従ったＳＥＭ画像であり、格子損傷を除去しトレンチコー
ナを丸く滑らかにする技術を示している。
【図４５Ｂ】図４５Ａに関連する他のＳＥＭ画像である。
【図４５Ｃ】図４５Ａに関連する他のＳＥＭ画像である。
【図４６Ａ】本発明の実施例に従ったＳＥＭ画像であり、トレンチ中央での空隙形成を回
避し、頂部トレンチコーナにおける周辺ｅｐｉ閉塞を回避する技術を示している。
【図４６Ｂ】図４６Ａに関連するＳＥＭ画像である。
【図４６Ｃ】図４６Ａに関連するＳＥＭ画像である。
【図４７】トレンチ位置に対するシリコン成長レートの関係を示すグラフであり、ｅｐｉ
成長中における様々のＨＣｌフローレートの場合のみならず、何らＨＣｌが用いられない
場合を示している。
【発明を実施するための形態】
【０１９０】
　当該電力スイッチは、電力ＭＯＳＦＥＴ、ＩＧＢＴ、様々なタイプのサイリスタ及び同
等物のうちの何からかの１つのよって実現され得る。本明細書において示される新規な技
術の多くは、例示目的で電力ＭＯＳＦＥＴの文脈で記載されている。本明細書において記
載される本発明の様々な実施例は、電力ＭＯＳＦＥＴに限られてないし、電力スイッチ技
術の他のタイプの多く適用できることが理解されるべきであり、例えば、ＩＧＢＴ及びバ
イポーラスイッチ及び様々なタイプのサイリスタのみならず、ダイオード等の他のタイプ
を含む。更に、例示目的のために、本発明の様々な実施例は、特定のＰ型及びＮ型領域（
例えば、Ｎ型チャネルＭＯＳＦＥＴの場合）を含むことが示されている。本明細書におい
て教示は、様々な領域の導電型が逆転されるデバイスに適用できることが当業者よって理
解される。
【０１９１】
　当該超接合技術において、活性領域１０８及び終端領域１０６において交互するＰ／Ｎ
型ピラー１０２及び１０４は、幾つかの異なるレイアウト構成で配置されてもよい。図１
Ａ～１Ｃは３つのかかるレイアウト構成を示している。図１Ａにおいて、活性領域１０８
及び終端領域１０６におけるＰ／Ｎ型ピラー１０２及び１０４は、同心状構成（以下、「
完全同心状」構成と称される）で配置され、図１Ｂにおいて、活性領域１１８及び終端領
域１１６の両方におけるＰ／Ｎ型ピラー１１２及び１１４は平行（すなわち、ストライプ
形状にされた）構成（以下に「完全平行」構成と称される）で配置され、そして、図１Ｃ
において、活性領域１２８におけるＰ／Ｎ型ピラー１２２及び１２４は平行（すなわち、
ストライプ形状の）構成で配置され、終端領域１２６におけるＰ／Ｎ型ピラー１２２及び
１２４は同心状構成（以下に「平行同心状」構成と称される）で配置される。これらのレ
イアウト構成の各々はそれ自身の長所及び欠点を有する。本開示で記載されている幾つか
の発明及び実施例は、これらのレイアウト構成の各々の様々な欠点を解決する。
【０１９２】
　図１Ａに示された完全同心状構成は、活性領域１０８及び終端領域１０６の全体にわた
って均一な電荷平衡を享受しているが、当該ゲートフィードが活性領域１０８の内部に伸
張して当該同心状の活性ポリシリコンゲートに供給しなければならないことから、当該活
性チャネル領域が減らされる場合がある。より低い閾値電圧及び寄生ＮＰＮターンオンの
エリアを防止するために、当該チャネルが全てのコーナで除去されることが必要とされる
場合がある。このように、当該ダイサイズが減少するにつれて、当該活性領域におけるこ
れらコーナが寄与するオン抵抗（ＲＤＳｏｎ）の不利益がより大きくなる場合がある。
【０１９３】
　図１Ｂに示された完全平行構成は、活性領域１１８及び終端領域１１６の全体にわたっ
て均一な電荷平衡を享受し、しかも完全同心状構成におけるＲＤＳｏｎの不利益がない。
しかし、当該完全平行構成におけるＰ／Ｎ型ピラー構成は、活性領域１１８から終端領域
１１６へ伸張しているピラーがそれらの長さに沿った所で完全に劣化する（deplete）こ
とを確実にするために、Ｎ型リッチ化平衡状態に限定される場合がある。当該終端のため
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の同心状のピラーを用いることよって、図１Ｃに示されように、当該電界が当該終端に跨
がって完全ピラー劣化することなく分布され得る。
【０１９４】
　ピラー（例えば、Ｐ型ピラー）がトレンチエッチ及び充填プロセスを用いて形成される
構成において、当該同心状ピラーのコーナをエッチ及び充填するのが困難な場合があり、
当該エピタキシャル（以下ｅｐｉと略す）充填における空隙の結果を生んで電荷非平衡の
原因となる。これらコーナはこのように高電界ストレスエリアになる場合がある。もしこ
れらコーナがソースポテンシャルに短絡された場合、図１Ａ及び図１Ｃのレイアウト構成
の何れかは、これらコーナにおいてより低いブレークダウン電圧を有する場合がある。図
１Ｃに示された平行同心状構成において、これらコーナは浮遊状態になってソースポテン
シャルに固定されことがない、活性領域１２８外に移動してもよく、これによって局在化
されたより低いブレークダウン電圧の源としてのこれらコーナを最小化するか又は除去す
ることができる。また、当該活性チャネル領域は最大にされ得るし、より従来のゲートフ
ィードが用いられ、当該活性ポリシリコンゲートとの接続を作るのに周辺ゲートライナを
必要とするだけである。
【０１９５】
　良好な非緩衝化誘導性スイッチング（ＵＩＳ）特性を達成するためには、終端領域を含
む当該デバイスの他のどの領域に比べて、当該活性領域でブレークダウンが最初に起こる
ように当該デバイスを設計することが望ましい。これを達成する１つの方法は、当該デバ
イスの領域における電荷平衡を局所的に修正することによって、当該デバイスの全ての領
域が当該活性領域より十分に高いブレークダウン電圧を有することを確実にすることであ
る。図２は、これが達成される本発明の例示的な実施例である。図２において、活性領域
２０４及び終端領域２０２におけるＰ型ピラー２３０、２３６は同一幅Ｗ３を有する。更
に、活性領域２０４及び終端領域２０２におけるＰ型ピラー２３０、２３６は、同一の不
純物を添加された材料で充填されたトレンチ充填化ピラーであってもよい。活性領域２０
４及び終端領域２０２双方におけるメサ領域２３２、２３４（本開示では代替的にＮ型ピ
ラーとも称される）は、また、当該同一のエピタキシャル（以下ｅｐｉとも称する）の単
一層又は複数層に成長される。
【０１９６】
　周知の技術を用いることによって、Ｐ型ピラー２３０、２３６及びＮ型メサ２３２、２
３４のドーピングプロファイルと同様にメサ幅Ｗｌ及びＰ型ピラー幅Ｗ３が設計されて、
高ブレークダウン電圧を有する終端領域２０２を結果的に得る電荷平衡状態を達成する。
対照的に、活性領域２０４におけるメサ幅Ｗ２が調整されてもよく、終端領域２０２を含
む当該デバイスの他の領域より低いブレークダウン電圧を結果的に得る異なる電荷平衡状
態が得られる。１つの実施例において、活性領域２０４がよりＰ型リッチになるように、
活性領域２０４におけるメサ幅Ｗ２が終端領域２０２におけるメサ幅Ｗｌより狭くされて
もよい。他の実施例において、活性領域２０４がよりＮ型リッチになるように、活性領域
２０４におけるメサ幅Ｗ２が終端領域２０２におけるメサ幅Ｗｌより広くされてもよい。
このように、活性領域２０４におけるブレークダウンの始動がより安定したブレークダウ
ン特性を結果的に生み、ＵＩＳ事象の間でより一様に分布された電流フローを結果的に生
む。従って、当該デバイスのブレークダウン及びＵＩＳ特性が改善される。尚、Ｎ型リッ
チな活性領域がＵＩＳ性能の犠牲の下により低いＲＤＳｏｎを結果的に生み、Ｐ型リッチ
な活性領域がＲＤＳｏｎの犠牲の下により良いＵＩＳ性能を提供してもよい。当該設計目
的に依存して、１つのアプローチが他よりも好ましい。
【０１９７】
　１つの実施例において、当該活性ピラーは、図１Ｃで示されたものと同様の同心状に当
該活性領域を囲んでいる終端ピラーを備えるストライプ形状である。他の実施例において
、当該活性終端ピラーは、図１Ａで示されたものと同様の全て同心状である。更に他の構
成において、当該終端ピラーは、当該活性ピラーの拡張であり、図１Ｂで示されたものと
同様の活性領域に平行しているピラーを含む。
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【０１９８】
　ある実施例において、ブレークダウンが最初に始動するエリアを当該活性領域が残すの
を確実にするためには、当該終端ピラーに平行に伸張している活性ピラーは当該終端ピラ
ー中に電荷非平衡の原因となることなく移行しなければならない。しかし、活性領域と終
端領域との間の移行領域におけるピラーは、メタル－コンタクト設計ルールの限界に起因
して、当該ソースポテンシャルに物理的にコンタクトがなされて接続され得ない。当該移
行ピラーを適切にバイアスすること無しに、当該移行領域がブレークダウン電圧を制限す
る領域になってもよい。
【０１９９】
　図３は、本発明の例示的な実施例であり、移行領域３０４における移行ピラー３２９が
図３でＰＩｓｏと記された拡散領域３４２を通して活性領域３０１において最初に接触す
るピラー３３０に架橋される。この架橋用拡散部位は、複数の移行ピラー３２９間でＮ型
メサ領域３３３を覆って伸張してもよい。Ｎ型メサ領域３３３が活性Ｎ型ピラー３３２と
同一又は小さい幅を有するとき、移行領域３０４におけるＰ型電荷が増加する。Ｐ型電荷
のこの増加は、当該ブレークダウン電圧を活性領域３０１の残部よりも下に低減すること
ができる。Ｐ型電荷のこの増加を補償するために、Ｎ型メサ領域３３３の幅はＮ型ピラー
３３２の幅より大きくされてもよい。これは、移行領域３０４のブレークダウンが活性領
域３０１より高いままにするのを確実にできる。図３に示された実施例において、移行領
域３０４は、架橋用拡散部位３４２のスパンによって画定される。
【０２００】
　図２の実施例と同様に、全ての領域（終端領域、移行領域及び活性領域）におけるＰ型
ピラーの幅は、実質的に同一であってもよいし、当該終端メサ領域の幅は当該活性メサ領
域の幅より大きくてもよい。しかし、当該終端メサ領域の幅は、当該移行メサ領域の幅よ
り、大きくても、同一でも又は小さくてもよい。
【０２０１】
　実施例において、当該架橋用拡散部位ＰＩｓｏは、当該活性領域におけるＰ型ウエルと
同様のドーピング濃度を有してもよいし、ゲート酸化及びポリシリコン堆積に先立って形
成されてもよい。他の実施例において、当該活性移行ピラーは、図１Ｃで示されたレイア
ウト構成と同様の同心状に当該活性及び移行領域を囲んでいる終端ピラーによって、スト
ライプ形状にされてもよい。更に他の実施例において、当該活性移行ピラー及び活性終端
ピラーは、図１Ａで示されたレイアウト構成と同様の同心形状であってもよい。
【０２０２】
　図示されない他の実施例において、当該ＰＩｓｏ拡散部位の代わりに、「リング」とし
て図３に記されるＰ型拡散領域と同様のより浅いＰ型拡散部位が用いられて、当該移行ピ
ラーが当該活性領域において最初に接触するピラーに架橋されてもよい。当該より浅いＰ
型拡散部位は、当該活性領域におけるＰ型ウエルに比してより軽くドーピンクがなされて
もよく、このように移行メサ幅についてより少ない補償しか要求しない。
図４Ａ及び４Ｂは、終端Ｐ型ピラー４０４を備える従来の終端構成についてのシミュレー
ション結果を示している。Ｐ型ピラー４０４は従来の複数ｅｐｉプロセスを用いて形成さ
れてもよい。  例えば、第１のＮ型ｅｐｉ層が適切な基板４０２を覆って成長され、引き
続いてＰ型ピラーが形成されるべきｅｐｉ領域中に配列化ホウ素インプラントがなされて
もよい。Ｎ型ｅｐｉ成長工程及び配列化ホウ素インプラント工程は、当該所望のピラー高
さが得られるまで繰り返される。このプロセスにおいて、ピラー間隔はマスクパターニン
グによってホウ素インプラント中に容易に調整され、所望の表面電界プロファイルが達成
され得る。隣接するピラー間の間隔の例示的な組み合せは図４Ａに示され、当該活性領域
から離れる方向で徐々に増加する。当該対応する表面電界プロファイルが図４Ｂに示され
る。
【０２０３】
　図４Ａのプロセス技術において、深いトレンチをエッチングする工程と、それらをシリ
コンで充填する工程とによってピラーが形成され、当該メサ幅を変化させることは、不均
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一なトレンチエッチ及び充填を結果として生むことから望ましくない。従って、中心から
中心へのピラー間隔は可能な限り一定に保たれることが求められる。しかし、一定のピラ
ー間隔によっても、他の準備がなされて所望の表面電界プロファイルを得ることが求めら
れる。図５は、本発明に従った例示的な実施例を示し、Ｐ型ピラー５０４（Ｐ型リング又
はＰ型ピラー表面のＰ型リッチ化部と称される）を中心とした表面Ｐ型ウエル領域５０８
を用いて、当該所望の表面電界プロファイルが得られる。図５に示されるように、活性Ｐ
型ボディ領域５１０（ここにソース領域５２４が形成される）は、当該表面ウエル領域５
０８より深く伸張してもよく、表面ウエル領域５０８より高いドーピング濃度を有しても
よい。表面ウエル領域５０８のドーピング及び深さは、低いピーク電界を備え且つ当該終
端領域に跨がって実質的に均一に分布された電界を備える高ブレークダウン電圧を生む電
荷平衡状態を得るように設計されてもよい。
【０２０４】
　もし当該表面ウエル幅があまりに広くされた場合、ほとんどのポテンシャルが当該最後
のピラー及び列（street）に跨がって降下されて、当該最後のピラーにおける電界が高く
、結果として低いブレークダウン電圧を生むことが発見されている。当該ウエル幅があま
りに狭くされた場合、ほとんどのポテンシャルが当該活性領域近くにある当該ピラーの１
つ又は僅数のピラーだけに跨がって降下されてもよく、その結果、当該活性領域近くの終
端ピラーのピーク電界が高く、結果として低いブレークダウン電圧を生む。更に、図５が
同一幅の表面Ｐ型ウエル５０８を示している一方で、本発明は次に示されるように制限さ
れない。
【０２０５】
　図６Ａは、本発明の変形例を示し、表面ウエル６０８の幅が当該活性領域から離れる方
向で徐々に減少してもよい一方で、ピラー６０４の幅が一定に維持されてもよい。尚、表
面ウエル６０８はＰ型ピラー６０４廻りに配置されたままである。図６Ｂで示された表面
電界プロファイルから分かるように、比較的低く且つ均一な電界ピークが当該上面に沿っ
て維持される。図６Ｂにおけるシミュレーション結果は本発明の実施例に対応し、中心か
ら中心へのＰ型ピラー６０４の間隔が７．８μｍに維持され、当該活性領域から離れる方
向で１１．４μｍ乃至８μｍに至って徐々に減少する表面ウエル幅を有する。この特定の
実施例が良好な結果を生じる一方で、本発明は図６Ａで示された寸法の特定の組に限られ
ていない。
【０２０６】
　１つの実施例において、当該表面ウエル領域はフィールド酸化に先立って形成される。
また、図５及び６Ａに示された特定の構成及び本明細書において説明されるそれらの変形
例は、図１Ａ～１Ｃに示された全ての３つのレイアウト構成で実現されてもよい。
【０２０７】
　尚、図５における例示的な実施例は、当該活性領域におけるトレンチゲート５２２を示
し、本発明は、平面状ゲート構造又は他のタイプの活性構造を有するデバイスで同様に実
現され得る。更に、表面ウエル領域５０８がＰ型ピラー５０４より広くあるべきことを示
している一方で、変形例として、表面ウエル領域５０８がＰ型ピラーｓ５０４と同一幅で
あるか又はより狭くあることができる。加えて、図５に示されるように、当該活性領域に
おけるＰ型ボディ領域５１０は表面Ｐ型ウエル領域５０８より深く伸張してもよい。
【０２０８】
　図７は、本発明の例示的な更なる他の実施例を示し、Ｐ型ピラー７０４の廻りに非対称
であり、ある例では一緒に結合される表面Ｐ型ウエルを用いて所望の表面電界が得られる
。他の全ての点について図７は図５と同様である。図７に示されるように、当該表面Ｐ型
ウエルの幾つかは、Ｐ型ピラー７０４に対して右にオフセットされ、あるものは左にオフ
セットされ、あるものは一緒に結合される。当該表面Ｐ型ウエルをそのＰ型ピラーに対し
てオフセットする可能性は、当該活性領域と終端領域との間に移行領域を設計する上での
柔軟性を提供し、その例が更に以降で説明される。
【０２０９】
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　超接合電荷平衡構成において、電荷平衡崩壊のエリアを有しないことが望ましい。これ
らエリアは局在化されたブレークダウン箇所になり得るものであり、かかる箇所は、所望
のＲＤＳｏｎにとって劣ったブレークダウン電圧、貧弱な動的スイッチング性能、及び動
的条件下の故障にさえ結果としてなり得る。図８Ａ及び８Ｂはダイのかかる領域を示して
いる。図８Ａは、同心状の終端Ｐ型ピラーよって囲まれるストライプ形状の活性Ｐ型ピラ
ー８０４を備えるダイのコーナを示している。ギャップ領域８０８は、活性Ｐ型ピラー８
０４の端と終端領域８１０における最初の同心状Ｐ型ピラーとの間に形成されてもよい。
Ｐ型拡散領域８０６が用いられて、当該終端領域における幾つかの同心状Ｐ型ピラーを活
性Ｐ型ピラー８０４に架橋することで、これら同心状Ｐ型ピラーをソースポテンシャル近
くに維持してもよい。Ｐ型拡散ブリッジ８０６がギャップ領域８０８を通って活性領域８
０２中に伸張することによって、ギャップ領域８０８をソースポテンシャル近くに維持す
る。ギャップ領域８０８及び当該コーナエリアが活性領域８０２と実際に同一の電荷平衡
状態に維持されない場合、この構成は、ギャップ領域８０８と当該同心状Ｐ型ピラーのコ
ーナとの双方において望ましくない局在化されたより低いブレークダウン電圧エリアを有
するポテンシャルを作出するはずである。図８Ｂは、バイアス下のダイの写真であり、よ
り明るい領域によって表されるように、ブレークダウンが当該活性領域の４つのコーナで
最初に起こる場合がある。
【０２１０】
　図９Ａは、本発明の例示的な実施例に従った上面レイアウト図であり、当該活性領域ギ
ャップ９０８及び当該同心状の終端ピラーコーナの如き電荷非平衡エリアが当該活性領域
から非接続にされ、これによって、それらエリアを当該ソースより高いポテンシャルで浮
遊状態にすることができる。加えて、単一の完全浮遊状態Ｎ型メサ９１２がギャップ９０
８又はコーナエリアと終端領域９１０との間に挿入されてもよい。終端領域９１０の一部
として、Ｎ型メサ９１２が当該ソースより高いポテンシャルで浮遊状態にでき、結果とし
て電荷平衡状態が必ずしも当該活性領域と同一に維持される必要はなくなり、局在化され
た低いブレークダウン電圧の源としてこれら領域を除去できる。
【０２１１】
　図９Ｂは、例示的な他の実施例に従った上面レイアウト図であり、第２の完全浮遊状態
メサ９１４が挿入されて、ギャップ９０８及びコーナエリア及び当該終端９１０との間の
付加的な分離を提供する。図９Ｃにおけるバイアス下のダイの写真で示された均一な活性
領域ブレークダウン電圧によって証明されたように、良好なＵＩＳ性能が図９Ａ及び９Ｂ
に示された構成によって得られてもよい。
【０２１２】
　図１０が、当該ギャップ領域をより明らかに示している断面図である。この断面図は当
該ダイの領域を通して見た図であり、ストライプ形状の活性Ｐ型ピラーが同心状の終端Ｐ
型ピラーと交差する。ギャップ領域１０５４（「ギャップ分離」と名付けられる）は、ス
トライプ形状の活性Ｐ型ピラー１０３０の端と当該最初の同心状の終端Ｐ型ピラー１０３
６との間に配置されてもよい。また、図１０に完全浮遊状態メサ１０５６（「分離メサ」
と名付けられる）が表され、これは当該ギャップ領域と終端メサ１０３４との間に挿入さ
れてもよい。知見し得るように、何ら架橋用拡散部位は活性ピラー１０３０と終端ピラー
１０３６と間に存在せず、これによってギャップ領域１０５４、分離メサ領域１０５６及
び終端ピラー１０３６を浮遊状態にできる。
【０２１３】
　トレンチｅｐｉ充填化を基礎とする電荷平衡がなされたデバイスのセルピッチが低減さ
れるにつれて、当該メサ及びピラーはより低い電圧に劣化されてもよい。このように、１
×１０１１Ｖ／秒を超えるｄｖ／ｄｔをもたらす。ゲートフィード及び／又は終端電界プ
レートに起因する漂遊（stray）ゲートドレイン容量（Ｃｇｄ）は当該ゲート内に流れる
大電流の原因となる。これら電流は、当該デバイスのゲートにおける寄生抵抗を通して流
れ、当該デバイスの局在化されたエリアがターンオンしてデバイス故障の結果を招く。こ
のように、寄生的なＣｇｄを除去するか又は最小にすることが通常望まれる。
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【０２１４】
　本発明に従って、ゲートライナ（例えば、ゲートパッドを活性ゲートに接続しているメ
タル及びポリシリコンライン）及び終端電界プレートの如き、当該活性領域内外の構造は
、Ｃｇｄを除去するか又は実質的に最小にするように注意深く設計される。１つの実施例
において、当該ゲートメタルに普通接続されているドレイン領域を覆って伸張している終
端領域における電界プレートは、代替的に当該ソースメタルに接続されてもよい。図３は
、例示的な実施例の断面図であり、活性ポリシリコン電界プレート３１５が移行又は分離
領域３３５を通して終端領域３０２中に伸張している。ポリシリコン電界プレート３１５
は、ゲートメタル３０８の代わりにソースメタル３１０に接続されてもよく、これにより
、当該活性領域電界プレートによる当該Ｃｇｄへの寄与を実質的に低減し、当該Ｃｇｄの
寄与をより望ましいＣｄｓに変換する。この接続は、図３に示されるように、ゲートメタ
ル３０８による当該Ｃｇｄへの寄与をより望ましいＣｇｓに変換してもよく、その理由は
、当該ソースポテンシャルに縛られた電界プレートが当該ゲートメタルとその下にあるド
レイン領域との間に伸張するからである。
【０２１５】
　図１１は、例示的な他の実施例の単純化された断面図であり、架橋用のＰＩｓｏ拡散部
位（図３の実施例に関連して説明された）が当該ゲートメタルの下に伸張されることで当
該ゲートメタルの部分が何ら当該ドレイン領域を覆って伸張しない。図１２は、例示的な
他の実施例に従う単純化された断面図であり、表面ウエル領域（図５～図７の実施例に関
連して説明された）が当該ゲートメタル１２０８の下に伸張されることで当該ゲートメタ
ル１２０８の部分が何ら当該ドレイン領域を覆って伸張しない。
【０２１６】
　当該活性領域において、当該Ｐ型ボディ領域は、当該Ｐ型ピラー全長を覆って伸張しな
くてもよいが、当該ストライプ形状Ｐ型ピラーの端に達する前で終端してもよい。当該Ｐ
型ボディ領域が伸張しない活性Ｐ型ピラーの端における活性エリアのブレークダウン電圧
より高いか又は等しいブレークダウン電圧を維持するために、様々なＰ型リッチ化技術が
当該ボディ領域の欠如を補償するために利用され得る。当該Ｐ型リッチ化とはＰ型ピラー
の表面をリッチ化するものであり、そこではホウ素ドーパントが当該酸化物中に浸出せし
められる。表面浸出とは、酸化物層成長中に、当該Ｐ型ピラーの表面に沿ったホウ素ドー
パントが当該酸化物中に離脱する現象を意味する。当該Ｐ型ピラーが軽くドーピングされ
る実施例において、当該浸出効果は当該Ｐ型ピラーの表面をＮ型にする原因となるはずで
ある。このように、当該ボディ領域が伸張しない、活性Ｐ型ピラーの表面部位に対するＰ
型リッチ化は、当該活性Ｐ型ピラーのそれら表面領域が表面浸出に起因してＮ型になる可
能性を低減する。
【０２１７】
　図１０は、本発明の１つの例示的な実施例であり、Ｐ型拡散領域ＰＩｓｏ１０４２は、
Ｐ型ボディ領域１０３８が終端するストライプ形状の活性Ｐ型ピラー１０３０の端に沿っ
て伸張する。図１３は、例示的な他の実施例に従う単純化された断面図であり、より浅く
より軽くドーピングがされた表面Ｐ型ウエル領域が、当該Ｐ型ボディ領域１３３８が終端
するストライプ形状の活性Ｐ型ピラー１３３０の端に沿って伸張する。尚、当該ＰＩｓｏ
と表面Ｐ型ウエルとの組合せが必要に応じて用いられ得る。例えば、図１０において、表
面Ｐ型ウエル領域が当該活性Ｐ型ピラーの先端に用いられ、そこでは当該ＰＩｓｏはプロ
セス限界に依存して伸張され得ない。
【０２１８】
　当該ＰＩｓｏ領域及び当該表面Ｐ型ウエル領域からなる幾つかのレイアウト実現形態が
可能であって、その幾つかは図１４Ａ～１４Ｇに示される。例えば、ＰＩｓｏ領域１４０
６、１４１８は、図１４Ａ及び１４Ｅで示されるように、活性Ｐ型ピラー１４０４の端に
沿った連続領域として伸張され得る。この実施例において、当該ＰＩｓｏ領域は、隣接す
る複数の活性Ｐ型ピラー１４０４間のＮ型メサ領域中に伸張してもよい。この態様は、当
該ストライプ形状の活性Ｐ型ピラー１４０４の両端で電荷非平衡を結果として生じる場合



(30) JP 2010-541212 A 2010.12.24

10

20

30

40

50

がある。しかし、図１４Ｃ及び１４Ｄに示されるように、連続するＰＩｓｏ領域の代わり
に、ＰＩｓｏ領域の島領域が活性Ｐ型ピラー１４０４の端に沿って形成されることによっ
て、当該ＰＩｓｏの島領域が隣接する複数メサ間を架橋しなくできるか、又はＰ型ピラー
１４０４の境界内に内包されるようにできる。同様に、連続する表面Ｐ型ウエル領域１４
０８、１４１０、１４１４、１４２０（図１４Ａ、１４Ｂ及び１４Ｄ～１４Ｆ）、又は表
面Ｐ型ウエル領域１４１３、１４２２（図１４Ｃ及び１４Ｇ）の島領域の何れかが活性Ｐ
型ピラー１４０４の端に沿って用いられ得る。変形例として、ＰＩｓｏ領域１４１６の島
領域と一緒になって連続する表面Ｐ型ウエル１４０８が活性Ｐ型ピラー１４０４（図１４
Ｄ）の端に沿って用いられるか又は逆に用いられてもよい。
【０２１９】
　導電性電界プレートが当該終端領域で用いられて、当該終端領域における電界を一様に
広げる。当該電界プレートは、典型的には下にあるピラーに電気的に接続されることによ
って、当該電界プレートはそれらの対応するピラーのポテンシャルにあると想定すること
ができる。しかし、セルピッチが減少するにつれて、当該電界プレートとその下にあるピ
ラーとのコンタクトを形成することはより困難になる。当該下にあるシリコンに電気的に
接続されていない電界プレートを用いること（すなわち、浮遊状態の電界プレートを用い
ること）は、当該終端領域における電界を分布せしめる上でなお有効であることが分かっ
ている。図１５は、本発明の例示的な実施例に従って、当該終端領域における浮遊状態の
電界プレート１５３０の統合形態を示している。
【０２２０】
　図１５は図６Ａと同様である。図６Ａの断面の一部の拡張図が図１５に含まれ、関連す
る詳細仕様をより明らかに示している。各Ｐ型ピラー及び自身に隣接するメサ領域を覆っ
て伸張してもよい導電性電界プレート１５３０（例えば、ポリシリコン又はメタル）が含
まれる。フィールドプレート１５３０は当該下にあるシリコン領域から絶縁層１５３２に
よって絶縁される。充分な容量結合を確実にするために絶縁層１５３２の厚さが最適化さ
れることによって、浮遊状態の電界プレート１５３０がその下にあるピラー又は複数ピラ
ーのポテンシャルにあると想定することができる。１つの実施例において、略ｌμｍ厚の
酸化物層が絶縁層１５３２として用いられて、当該必要な容量結合を可能にする。
【０２２１】
　図１５に示された当該実施例において、各電界プレート１５３０の幅はピラー１５０４
の中心とメサ１５０６の中心との間の距離に等しくてもよく、この場合、隣接する電界プ
レート１５３０同士の間の間隔は電界プレート１５３０の幅と同一であることになる。こ
れら特定の寸法は、単に例示的であり、制限することは意図されない。例えば、当該フィ
ールドプレート幅は、ピラー１５０６の中心とメサ領域１５０６の中心との間の距離より
大きいか又は小さくあってもよい。
【０２２２】
　浮遊状態の電界プレート１５３０は、電界プレート１５３０及びその下にあるシリコン
１５０３とのコンタクトを形成する必要性を無くし、当該フィールドプレート幅はポリフ
ォトマスキング及びエッチングプロセスによって画定されてもよい。かかる態様は、当該
フィールドプレート幅が精確に制御されるのを可能とする。
【０２２３】
　図１６Ａ及び１６Ｂは、電界プレートを浮遊状態にする効果を例示しているシミュレー
ション結果である。図１６Ａ及び１６Ｂは、電界プレートを備える構造及び電界プレート
を備えない構造について電界プロファイルをそれぞれ示している。認識される得るように
、当該浮遊状態の電界プレートは、当該ポテンシャルをより大きい距離にわたって分布せ
しめ、電界プレート無し構造に比してより低く且つより均一なピーク電界を結果として生
む。尚、図１５に表された本発明及びその変形例は、図１Ａ～１Ｃに示されたレイアウト
構成の何れかにて実施されてもよい。
【０２２４】
　電荷平衡構成の場合、電荷平衡が擾乱される領域を持たないようにすることが重要であ
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る。かかる擾乱は、当該活性領域から当該終端領域に移行する場合のギャップ及びコーナ
がある箇所で発生する。完全平行ピラー構成では（図１Ｂのような）、ピラーが平行のス
トライプだけで成ることから、これら非平衡にされたエリアを有しない。更に、当該トレ
ンチｅｐｉ充填ピラープロセスにおいて、何らギャップ及びコーナを有しない完全平行構
成は深いトレンチのエッチング及び充填をより容易にする。しかし、当該完全平行構成に
おいて、当該活性領域と交差しない浮遊状態の終端ピラーの故に、当該電界は当該ダイの
全ての４つの側において一様に広がらない。この態様は、不均一な電界分布と減少された
ブレークダウン電圧を結果として生む。上記されたように、良好なＵＩＳ性能を達成する
ために、ブレークダウンが当該活性領域で一様に起こることが望ましい。
【０２２５】
　図１７は、本発明の例示的な実施例に従った当該活性領域のコーナの上面レイアウト図
であり、表面Ｐ型ウエルリング１７１２が用いられてもよく、当該活性領域１７０２と交
差しないピラー１７０８のポテンシャルが固定するか、そうでなけば浮遊状態になる。認
識され得るように、リング１７１２は、終端領域１７０６に伸張する活性Ｐ型ピラー１７
１０のそれら部位に交差し、当該電界を広げると共に当該終端領域１７０６に沿った電圧
を分割する。リング１７１２は、また、活性領域１７０２に伸張しないＰ型ピラー１７０
８の表面領域に沿って伸張し、これにより、当該ダイの全ての４つの側上で活性領域１７
０２から等しい距離におけるＰ型ピラー１７０８のポテンシャルを固定する。この形で、
活性領域１７０２と交差しないＰ型ピラー１７０８は、活性領域１７０２から等距離で終
端領域１７０６に伸張している活性ピラー１７１０のそれら部位と同一のポテンシャルに
バイアスされる。この態様は、図１７においてＤ１と記される寸法よって示される。
【０２２６】
　尚、本発明の１つの特徴はＰ型リング１７１２の直角コーナである。直角を備えるコー
ナは、丸く滑らかにされたコーナと比較して、当該コーナにおける電荷平衡を改善できる
。
【０２２７】
　図１７に示された例示的な完全平行構成において、Ｎ型リッチな電荷平衡状態が活性領
域１７０２において又は終端領域１７０６においてだけ作出されるように、当該Ｐ／Ｎ型
ピラーが設計されてもよい。かかる態様は、終端領域１７０６に伸張する活性Ｐ型ピラー
１７１０の節のある部位が完全に劣化されるのを確実する。示される本実施例において、
Ｐ型ピラー１７１０、１７０８は互いに等距離間隔を置いて配置されてもよいし、同一幅
を有してもよいし、同様のドーピングプロファイルを有してもよい。１つの実施例におい
て、８μｍ間隔を有する５μｍ幅のＰ型ピラー１７１０、１７０８が活性領域１７０２に
おいて６４６Ｖの均一なブレークダウン電圧を与え、良好なＵＩＳ特性を備えた高く且つ
安定したブレークダウン電圧を達成する。終端領域１７０６においてだけＮ型リッチな状
態を有することが望ましい実施例は、Ｐ型ピラー１７１０が活性領域１７０２から出て終
端領域１７０６に伸張するにつれて、Ｐ型ピラー１７１０の幅に徐々にテーパを付けるる
ことによって実現されてもよい。変形例において、Ｐ型ピラー１７１０の幅は終端領域１
７０６において段差様式で狭くなり得る。
【０２２８】
　実施例において、当該ピラーは、深いトレンチにエッチングする工程と、当該トレンチ
をシリコンで充填する工程とを含み、プロセス信頼性は当該トレンチの幅に対する深さの
比率（すなわち当該トレンチ縦横比）に直接関係する。トレンチ縦横比が増加するにつれ
て、当該トレンチのｅｐｉ充填はより困難になり、当該充填プロセスが改善される必要が
あるかもしれない。
【０２２９】
　図１８Ａ及び１８Ｂの各々は、本発明の例示的な実施例に従ったＰ型ピラーを形成する
１つのプロセス工程における断面図である。図１８Ａにおいて、深いトレンチ１８０８が
Ｎ型シリコンにエッチングされてもよいし、Ｐ型ウエル１８０６が従来のインプラント技
術を用いてトレンチ１８０８の底に形成されてもよい。トレンチ１８０８はＰ型ｅｐｉ１
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８０４Ａで充填されてもよい。図１８Ｂにおける断面図は、当該プロセスの完了後に結果
として生じるＰ型ピラー１８０４Ｂを示している。認識され得るように、トレンチ１８０
８の底にインプラントされたドーパントは、Ｐ型ピラー１８０４Ｂにより深く有効に伸張
してもよく、当該ｅｐｉ充填プロセスを改変する必要をなくしている。また、トレンチ１
８０８の底にＰ型ウエル１８０６を形成するのに用いられるインプラントのドーズ量（do
se）を増やすことによって、アバランシュ・ブレークダウンの始動がインプラントされた
領域で誘発されてより高いＵＩＳ能力を生むことができる。この特徴は更に以下で詳細に
説明される。
【０２３０】
　１つの実施例において、Ｎ型メサ１８０２は３．０２×１０１５の濃度を有し、ホウ素
がトレンチ１８０８の底に沿って２×１０１２のドーズ量及び２００ＫｅＶのエネルギー
でインプラントされる。トレンチ１８０８は、５×１０１５乃至７×１０１５の範囲のド
ーピング濃度を有するＰ型ｅｐｉ１８０４Ａで充填される。当該結果として生じる構造は
、５μｍのピラー幅及び７．５μｍのピラー間隔を有するＰ型ピラーを有する。
【０２３１】
　上記に説明されたように、当該Ｐ型ピラーの底でアバランシュ・ブレークダウンの始動
を誘発することは利点である。図１９は、本発明の例示的な実施例に従う単純化された断
面図であり、Ｐ型リッチ化領域１９２１がＰ型ピラー１９３０の底に形成されて局所的な
電荷非平衡を作出してもよく、これにより当該ピラー底におけるアバランシュ・ブレーク
ダウンの始動を誘発する。Ｐ型リッチ化領域１９２１は、好ましくはＰ型ピラー１９３０
より高いドーピング濃度を有して電荷非平衡を作出する。
【０２３２】
　図２０Ａ～２０Ｈは、本発明の例示的な実施例に従って、図１９における構造を形成す
るためのプロセスフローを表している断面図である。図２０Ａは、Ｎ＋型にされた当初の
基板２０２４を示している。図２０Ｂにおいて、第１のＮ型ｅｐｉ層２０２７Ａが従来の
技術を用いて成長されてもよい。図２０Ｃにおいて、Ｐ型リッチ化インプラントが実行さ
れて、当該Ｐ型ピラーの底が終端することになるＰ型リッチ化領域２０２１が形成される
。従来のマスキング及びインプラントプロセスが当該Ｐ型リッチ化領域を形成するために
用いられてもよい。尚、当該裏側アライメントマークを形成した後に当該Ｐ型リッチ化イ
ンプラントが実行されてもよい。この重要性は以降でより明らかになる。当該インプラン
トドーピング濃度及びエネルギーは、当該ピラー底における目標電荷非平衡状態に従って
設定されてもよい。
【０２３３】
　図２０Ｄにおいて、第２のＮ型ｅｐｉ２０２７Ｂが従来の技術を用いて成長されてもよ
い。第２のｅｐｉ層２０２７Ｂは、均一な又は段差的なドーピング濃度が形成されてもよ
い。図２０Ｅにおいて、トレンチ２００３がＰ型リッチ化領域２０２１に到達するに十分
深くパターン化及びエッチングがなされてもよい。裏側アライメント技術（以降により十
全に説明される）が、Ｐ型リッチ化領域２０２１を備えるトレンチ２００３のアライメン
トを確実にするのに用いられてもよい。図２０Ｆにおいて、トレンチ２００３は、更に以
降で説明されている技術を用いて又は他の周知の技術を用いて、Ｐ型ｅｐｉ２００５で充
填されてもよい。
【０２３４】
　図２０Ｇにおいて、Ｐ型ｅｐｉ２００５は、例えば、従来の化学的機械的研磨（ＣＭＰ
）プロセスを用いて平坦化されてもよい。図２０Ｈにおいて、Ｐ型ボディ領域２０３８、
Ｎ＋型ソース領域２０１８、当該ゲート構造と同様のＰ＋型高濃度ボディ領域、及びその
上に横たわる層が周知の技術を用いて形成されてもよい。図２０Ｈは図１９と同様である
。
【０２３５】
　認識され得るように、このプロセスはＰ型ピラー２０３０の底にＰ型リッチ化領域２０
２１を備える超接合デバイスを与える。この態様は、ピラー２０３０の底でアバランシュ
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・ブレークダウンを誘起し、改善されたＵＩＳ能力を備えるデバイスを結果として生む。
【０２３６】
　１つの実施例において、複数のＰ型ピラー２０３０は同一幅を有し且つ同一距離で互い
に間隔を置いて配置される。しかし、Ｐ型ピラー２０３０の幅は複数のＰ型ピラー２０３
０間の間隔より好ましくは小さく、当該活性領域にＮ型リッチな状態を提供する。
【０２３７】
　上記に説明されたように、デバイスの粗雑さはトレンチｅｐｉ充填電荷平衡デバイスに
おいて、当該活性領域においてブレークダウンを始動することによって、且つ電荷非平衡
の潜在的な源になりそうである他の領域、例えば、終端領域、ゲートライナ領域及び他の
領域よりも当該ブレークダウン電圧を実質的に低くさせることによって改善される。本発
明の実施例に従って、この態様は２つ以上のｅｐｉ層を成長することによって達成され得
る。図２０Ａ～２０Ｈに示されたプロセスと同様に、当該第１のｅｐｉ層が成長され、当
該トレンチが終端することになる第１のｅｐｉ層にＰ型リッチ化インプラントが形成され
る。当該Ｐ型リッチ化領域は、当該Ｐ型ピラーの全長に沿って伸張すること、当該Ｐ型ピ
ラーに沿って連続すること、又は当該Ｐ型ピラーと平行である必要がない。このインプラ
ントされたリッチ化エリアは、当該活性領域における電荷平衡を擾乱してより低いブレー
クダウン電圧の箇所を作出し、この結果、このエリアでアバランシュが始動する。
【０２３８】
　図２１Ａは、本発明の例示的な実施例の断面図であり、Ｐ型リッチ化領域２１６０が活
性領域２１０１のみにおけるピラー２１３０の底に形成されてもよい。この例では、Ｐ型
リッチ化領域２１６０は活性Ｐ型ピラー２１３０より広くてもよい。図２１Ａは、Ｐ型リ
ッチ化領域２１６０が含まれること以外は図３と同様である。図２１Ｂは、変形例を示し
、活性Ｐ型ピラー２１３０がＰ型リッチ化領域２１６０中に深く伸張せず、アバランシュ
・ブレークダウンの始動を釘付けにするために、より高いＰ型リッチの非平衡状態を結果
として生ぜしめる。図２１Ｃは、他の変形例を示し、Ｐ型リッチ化領域２１６０が活性Ｐ
型ピラー２１３０の底に形成されてもよい。この実施例は、Ｐ型リッチ化領域２１６０が
ピラー２１３０の底の電流経路をピンチオフ（pinch off）せしめないことで、ＲＤＳｏ

ｎを改善するという点で有利である。尚、Ｐ型リッチ化領域２１６０は、また、当該活性
領域で均一な形でブレークダウンが起こる限り、全ての第３のピラー又は全ての第４のピ
ラー又はある他のパターンの底に形成され得る。
【０２３９】
　図２１Ｄは、他の変形例を示し、Ｐ型リッチ化領域２１６５は活性Ｐ型ピラー２１３０
より狭くてもよい。この実施例は、当該図２１Ａ実施例において存在した電流経路のピン
チオフを除去し得る。図２１Ｅは、例示的な他の実施例であり、Ｐ型リッチ化領域２１６
７が活性領域２１０１に層状（blanket）に形成されてもよい。認識され得るように、層
状のＰ型補償領域２１６７が活性Ｐ型ピラー２１３０及びＮ型メサ領域２１３２の底に沿
って伸張する。Ｐ型補償領域２１６７のドーピング濃度が注意深く選択されてＮ型メサ領
域２１３２がＮ型のままにあることを確実にする。ＭＯＳＦＥＴ及びＩＧＢＴデバイスの
場合、当該Ｐ型インプラントは、Ｎ型メサ領域抵抗率を増やすこととＲＤＳｏｎ又はＶｃ
ｅ（飽和）を増やすこととのトレードオフに基づいて選択される。更に、示されない実施
例において、当該Ｐ型リッチ化領域は、また、複数の活性ピラーに平行ではない１つ以上
のストライプを用いることよって形成されてもよい。この実施例の１つの優位点は、当該
ピラートレンチに対するアライメントが決定的なものではないということである。図２１
Ｆは、図２１Ｅの変形例であり、層状のＰ型補償領域２１６９が活性ピラー２１３０及び
終端ピラー２１３６の両方の底に沿って伸張する。この実施例は、マスクの必要を有利に
無くし、その結果Ｐ型補償領域２１６９が層状インプラントよって形成され得る。
【０２４０】
　本発明の様々な実施例は、図１Ａ～１Ｃに示された３つのレイアウト構成の何れかに適
用されてもよいし、多層ｅｐｉ工程及びインプラント工程を用いてピラーが形成されるプ
ロセス技術において容易に実施されてもよい。



(34) JP 2010-541212 A 2010.12.24

10

20

30

40

50

【０２４１】
　本発明の他の実施例に従って、Ｎ型リッチ化領域は、当該Ｐ型ピラーの底において、又
は当該Ｐ型ピラーの底に隣接するのメサ領域において形成されて、電荷平衡を擾乱し、よ
り低いブレークダウン電圧の箇所を作出し、その結果この局在化された箇所でアバランシ
ュが始動する。
【０２４２】
　当該Ｎ型リッチ化領域を形成するのに、図２１Ａ～２１Ｆに関連して上記に説明された
Ｐ型リッチ化領域を形成する同一のプロセス技術が多少の改変を伴って用いられ得る。当
該Ｎ型リッチ化領域は、当該活性領域及び終端領域の双方に実現されてもよく、これによ
りブレークダウンが当該ピラーの底の近く且つ当該シリコン表面から離れて発生するのを
確実にしている。変形例として、当該Ｎ型リッチ化領域は当該活性領域のみに実施されて
もよく、その結果、当該電荷平衡は当該活性領域において擾乱され、当該活性領域におけ
るブレークダウンが確実にされる。更に、当該Ｎ型リッチ化領域は、当該活性ピラーの全
長に沿って伸張すること、当該活性ピラー長に沿って連続すること、又は当該活性ピラー
と平行であることが必要ではない。熱拡散サイクルは、当該Ｎ型強化インプラント後に又
は同一ドーピングタイプの連続ｅｐｉ層成長後、直接用いられ得る。当該Ｎ型リッチ化領
域を実現する様々な方法が、本発明の例示的な実施例に従って図２２Ａ～２２Ｎに示され
る。
【０２４３】
　図２２Ａ～２２Ｎにおける断面図は、当該Ｎ型リッチ化領域が含まれること以外概ね図
３と同様である。図２２Ａにおいて、Ｎ型リッチ化領域２２６０は、活性領域２２０１だ
けにおけるＰ型ピラー２２３０の底に形成されてもよい。Ｎ型リッチ化領域２２６０はＰ
型ピラー２２３０より広くてもよい。図２２Ｂは、変形例であり、Ｎ型リッチ化領域２２
６２がＰ型ピラー２２３０、２２３６の底に形成されてもよく、終端領域２２０２にはそ
れらのＰ型ピラー（すなわち、ピラー２２３６）を含んでいる。図２２Ｃは、変形例であ
り、Ｐ型ピラー２２３０、２２３６は第１のｅｐｉ層２２２７に伸張しなくてもよい。こ
の実施例は、Ｐ型ピラー２２３０下の電流フローを広げるのを助け、これによりＲＤＳｏ

ｎを低減し、Ｐ型ピラー補償を低減する。Ｐ型ピラー２２３０の有効深さも低減されもよ
く、これによりブレークダウン電圧を低減する。更に、Ｎ型リッチ化領域２２６４は、活
性領域２２０１だけに周期的に（この場合他のピラーおきに）形成されてもよい。
【０２４４】
　図２２ｄは、変形例を示し、Ｎ型リッチ化領域２２６６はＰ型ピラー２２３０より狭い
幅であってもよい。図２２Ｅは、変形例を示し、より狭いＮ型リッチ化領域２２６８が活
性領域２２０１だけに周期的に形成されてもよい一方、当該図２２Ｆの実施例は、より狭
いＮ型リッチ化領域２２７０がＰ型ピラー２２３０、２２３６の底に形成されてもよく、
終端領域２２０２にそれらを含んでいる。狭いＮ型リッチ化領域２２７０は、当該Ｐ型ピ
ラーの底でのＢＶに釘付けにする（pinning）ことにより有効である場合があるが、ＲＤ

Ｓｏｎを低減するのには有効ではない場合がある。
【０２４５】
　図２２Ｇ～２２Ｌは、変形例を示し、当該Ｎ型リッチ化領域が当該Ｐ型ピラーの底近く
で当該Ｎ型メサ領域に形成されてもよい。複数のＰ型ピラー間のメサ領域は本明細書にお
いてＮ型ピラーとも称される。当該Ｐ型ピラーの底の近くで当該Ｎ型ピラーに更にＮ型の
ドーピングを行うことは、当該ポテンシャルはより高く、当該Ｎ型ピラーの有効幅をより
広くさせてＲＤＳｏｎを低減することになる横方向の劣化を低減する。図２２Ｇは、Ｎ型
リッチ化領域２２７２が活性領域２２０１だけにおいてＮ型ピラー２２３２の底に形成さ
れてもよい実施例を示している。図２２Ｇに示されるように、Ｎ型リッチ化領域２２７２
はＮ型ピラー２２３２より広く横方向の幅がある。図２２Ｈは、Ｎ型リッチ化領域２２７
４が活性領域２２０１だけに周期的に形成されてもよい実施例を示している。図２２Ｉは
、Ｎ型リッチ化領域２２７６がＮ型ピラー２２３２、２２３４、２２３５の底に形成され
てもよい実施例を示している。図２２Ｊは、Ｎ型ピラー２２３２より狭い横方向の幅を備
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えるだけの活性領域２２０１におけるＮ型ピラー２２３２の底におけるＮ型リッチ化領域
２２７８を示している。図２２Ｋは、より狭いＮ型リッチ化領域２２８０が活性領域２２
０１において周期的に形成される実施例を示している。図２２Ｌは、Ｎ型ピラー２２３２
、２２３４、２２３５の底近くのより狭いＮ型リッチ化領域２２８２を示している。当該
可能な変形例は示されるものに限られない。多くの他の変形例が当業者よって構想され得
る。
【０２４６】
　図２２Ｍ及び図２２Ｎにおいて層状Ｎ形リッチ化２２８４が活性領域２２０１だけにお
いて用いられる点（図２２Ｍ）、活性領域２２０１及び終端領域２２０２の両方に用いら
れ点（図２２Ｎ）を除いて、図２２Ｍ及び２２Ｎは図２１Ｅ及び２１Ｆと同様である。
【０２４７】
　当該層状Ｎ型リッチ化領域のドーピング濃度が注意深く選択されて、当該層状Ｎ型リッ
チ化領域を通して伸張する当該Ｐ型ピラーをＰ型のままであるのを確実にする。ＭＯＳＦ
ＥＴ及びＩＧＢＴデバイスの場合、当該Ｎ型インプラントは、Ｎ型メサ抵抗率を減少させ
ることとＲＤＳｏｎ又はＶｃｅ（飽和）を減少させることとのトレードオフに基づいて選
択される。更に、示されない実施例において、当該Ｎ型リッチ化領域は、また、当該複数
の活性ピラーと平行ではない１つ以上のストライプを用いることよって形成されてもよい
。これらの実施例の１つの優位点は、当該ピラートレンチに対するアライメントが決定的
なものではないということである。
【０２４８】
　Ｐ型ウエル及びＰ＋型高濃度ボディの如きドーパントが当該ゲートパッド及びゲートラ
イナの下から離れてマスクが取られ、それらドーパントは電荷非平衡の源になる。普通、
非電荷平衡デバイスにおけるこれらエリアはより高いＢＶを有するように最適化され得る
。しかし、電荷平衡デバイスにおいて、もし活性領域が同様にドーピングされない場合、
当該活性領域は静的且つ動的なＢＶの箇所なり得る。
【０２４９】
　図２３は、本発明の例示的な実施例の上面レイアウト図であり、活性ポリストライプ２
３０２Ａ（ポリシリコンゲートとも称される）がゲートパッド２３２８の下に伸張されて
もよく、その結果、当該ゲートパッドエリアにおけるドーピングプロファイルが当該活性
領域におけるドーピングプロファイルと同一のものとなり、これによって当該ゲートパッ
ドエリアにおける当該電荷平衡状態を当該活性領域と同一に維持している。換言すれば、
当該ゲートパッドエリア中にゲートストライプ２３０２Ａを伸張することよって、当該ゲ
ートパッド下のシリコン領域は当該活性領域と同一のインプラント（例えば、ウエルイン
プラント及びＰ＋型高濃度ボディインプラント）を受容し、当該活性領域は当該ゲートパ
ッドエリアにおける電荷平衡状態を当該活性領域と同一に維持するのを有利に助ける。図
２３の右側は、ゲートライナメタル２３０４がゲートパッド２３２８から外へ伸張する左
部分の拡大図を示している。当該拡大図は、本発明の他の特徴をより明らかに示している
。最適化された小さいポリブリッジ２３０８が複数のポリゲートストライプ２３０２Ｂ間
に形成されてストライプ２３０２Ｂ間の相互接続を維持する。ポリブリッジ２３０８が無
くても個々のコンタクトが各ストライプ２３０２Ｂに対してなされ得るが、製造中に１つ
でもコンタクトが形成されないと、コンタクトされていないストライプはゲートフィード
非平衡の原因となる。これらポリブリッジ２３０８の幅（ポリストライプ２３０２Ｂに平
行な方向における幅）が注意深く選択されて、当該インプラントされたＰ型ボディがポリ
ブリッジ２３０８の下で併合されのを確実にし、これにより当該ポリブリッジエリアにお
ける電荷非平衡を防止する。
【０２５０】
　当該図の左側において、当該ゲートパッドエリアにおけるポリストライプ２３０２Ｂへ
のコンタクトは、ゲートパッド２３２８の対抗する２つの側部に沿ってなされる。中央の
接着エリアから離れて当該コンタクトを置くことよって、当該接着プロセス中、ポリスト
ライプに対するコンタクトの完全性が維持される。この態様は薄いゲート酸化物を備える
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プロセス技術において特に重要性を持つはずである。
【０２５１】
　図２４は、図２３の構成の変形例であり、ポリストライプ２４０２が図２３と同様のゲ
ートパッドエリアを通して伸張されるが、何らポリブリッジは用いられない。示されるよ
うに、ポリストライプ２４０２はゲートメタル－ポリコンタクト２４１０によってコンタ
クトされる。
【０２５２】
　図２５は、上面レイアウト図であり、ポリストライプ２５０２Ｂへのゲートメタルコン
タクトが当該ゲートパッドエリアの中間部に沿ってなされるという点以外、図２３の実施
例と同様である。図２５に示された実施例において、ポリストライプ２５０２が図２３の
構成の如きゲートパッドエリアを通して伸張されてもよい。しかし、図２５の構成は、図
２３の構成で存在した不均一なゲートフィード長を、当該ゲートパッドの２つの端におけ
る２行のコンタクトによって、除去する。行に並べられたゲートパッドエリアの内側及び
外側のメタルゲートコンタクトによって、より均一なＲＣ遅延が当該ポリゲートを通して
得ることができ、当該ダイ全体にわたってより均一なｄｖ／ｄｔを結果として生む。しか
し、図２５の実施例において、ワイヤボンディング中に、当該ゲートパッドエリアの中心
を通して伸長しているゲートコンタクトの完全性が維持されるのを確実にするために、当
該ゲート酸化物の厚さが十分に厚くされる必要があってもよい。
【０２５３】
　図２６は、図２５の構成の変形例であり、ポリストライプ２６０２が図２３と同様のゲ
ートパッドエリア２６２８を通して伸張されてもよいが、何らポリブリッジは用いられな
い。示されるように、全てのポリストライプ２６０２はゲートメタル－ポリコンタクト２
６１０によってコンタクトされる。
【０２５４】
　当該ピラートレンチがエッチングされ充填されたエリアを覆って活性ゲート構造を作成
することは、より低いゲート酸化物完全性と低減されたゲート信頼性を結果として生むは
ずである。この理由は、当該トレンチエッチングからの表面状態、応力誘起された転位、
トレンチエッチ及び充填に起因する損傷、及び不完全なピラーｅｐｉ充填から生じる空隙
が、低減されたゲート酸化物完全性及び低減されたゲート信頼性を結果として生むことに
ある。
【０２５５】
　本発明の実施例に従って、ピラートレンチ２７３０がエッチングされ充填されたエリア
を覆って当該活性チャネルが形成されないように、平坦状ゲート又はトレンチゲートが構
成される。図２７Ａ～２７Ｃは平面状ゲート構造の文脈においてこの考え方を示すために
用いられているが、当該考え方はトレンチゲート構造において実現されてもよい。図２７
Ａ～２７Ｃにおいて、垂直破線の双頭矢印は、当該トレンチをｅｐｉ充填する前の当該ト
レンチの境界を示している。図２７Ａに示されるように、活性ポリゲートストライプ２７
１４が当該エッチングされたトレンチにオーバラップしていて、当該ゲート酸化物の完全
性が損ねられている。しかし、図２７Ｂ及び２７Ｃにおいて、当該活性ポリゲート幅及び
間隔が当該エッチングされたトレンチに対して設計されることによって、ゲートポリ２７
１４の下にあるゲート酸化物の部分がエッチングされたトレンチを何ら覆って伸張しない
。尚、図２７Ｃにおいて、図２７ＣがＮ型リッチな状態を表すことから、Ｐ型ピラー２７
３０の幅は当該トレンチ境界より狭い。
【０２５６】
　トレンチｅｐｉ充填電荷平衡技術において、深いトレンチエッチ及び充填プロセスに依
存するパターン化効果は、当該ウエハ全体又は同一ダイ全体に跨がって非均一なトレンチ
エッチ及び充填を結果として生む。この不均一は、通常、当該ダイの外側領域でより観察
される。本発明の実施例に従って、当該トレンチがけがき線エリアを通して伸張されても
よく、結果として当該ウエハ全体に跨がってトレンチがより一様にエッチング及び充填さ
れ、パターン化の効果が減損される場合がある。
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【０２５７】
　図２８に示されるように、普通ではトレンチが形成されないけがき線エリアにトレンチ
２８０４が形成されてもよい。この態様は、図２９及び３０における上面レイアウト線図
の比較からより明らかに認識され得る。図２９は、けがき線エリア２９０６に伸張してい
るトレンチを何ら示していない従来のレイアウト図である。しかし、図３０において、終
端トレンチ２９０４が当該けがき線エリアに形成される。この形で、ウエハの全面に沿っ
てトレンチが形成されて、パターン化の効果を取り除いている。
【０２５８】
　図３１及び３２は、上面レイアウト図であり、当該けがき線エリアにトレンチを伸張す
る概念の２つの変形例をそれぞれ示している。図３１において、活性トレンチ３１１０は
互い平行であり、終端領域３１０４におけるトレンチは同心状の形で伸張してもよい。当
該けがき線エリアにおいて、当該けがき線が伸張する方向に対して直角に伸張するトレン
チ３１１０（すなわち「けがき線トレンチ」）が形成されてもよい。すなわち、示される
ように、当該垂直に伸張しているけがき線エリアにおけるけがき線トレンチ３１１０は水
平に伸張し、当該水平に伸張しているけがき線エリアにおけるけがき線トレンチ３１１０
は垂直に伸張する。この態様は、当該けがき線Ｐ型ピラー及びＮ型ピラーがメタル又は拡
散よって一緒に短絡し得るし、浮遊状態にならないのを確実にする。
【０２５９】
　更に、トレンチ３１１０が全けがき線エリアに形成されず、その結果、メサギャップ３
２０８がけがき線トレンチ３１１０と当該最後の終端トレンチとの間に形成され得る。メ
サギャップ３２０８は、チャネルストッパーに達する到達する前に、当該劣化状態のエッ
ジが止まることと、当該電界が当該メサギャップ領域において終端することと、を確実に
する。図３２は、平行－平行構成と組み合わせられた、図３１と同一のけがき線トレンチ
構成を示している。
【０２６０】
　上記に述べたように、電荷平衡構成の場合、電荷平衡が擾乱される領域を持たないこと
が望ましい。ピラーとピラーコーナとの間のギャップは、局在化された低いＢＶ箇所とな
り得る。これらエリアが当該活性領域より高いＢＶを持つように構成することによって、
当該ＢＶ箇所の平行のピラーが当該活性エリアに釘付けにされ、堅牢なＵＩＳ性能を生む
ことができる。
【０２６１】
　トレンチを基礎とする電荷平衡デバイスの場合、活性エリア平行ピラーと同心状ピラー
との間のギャップが形成されて、その結果、ギャップ及びピラーが同一のポテンシャルに
維持された場合に当該最終的なピラー深さの中間点で電荷平衡が達成され得る。もしギャ
ップとピラーとが異なるポテンシャルにある場合、Ｎ型リッチ状態のギャップがＢＶを強
化できる。平行－同心状の構成において活性エリアＢＶを達成するために、当該共通のポ
テンシャルと異なるポテンシャルとの双方にあるこれらギャップが、当該平行活性エリア
ピラー平衡状態に関して強いＮ型リッチ状態又は弱いＰ型リッチ状態になるように構成さ
れ得る。当該活性平行ピラーが僅かにＰ型リッチ状態にあるように構成されて、当該活性
平行ピラーにおけるＢＶを意図的に強制する。このように、当該キャップ領域の電荷平衡
状態が最適化されて、当該活性領域のブレークダウン電圧に比べて高いか又は少なくとも
同一のブレークダウン電圧を有することができる。
【０２６２】
　当該ギャップ（図３３に記されたストライプギャップ及びコーナギャップ）は、上記し
た状態を以下の如く満足するように構成される。
＜基本的寸法＞
　ピラー幅（マスクＰＴＮ幅）：Ｗｐ［μｍ］
　メサ幅（マスクＰＴＮ幅）：Ｗｎ［μｍ］
　セルピッチ：Ｗｐ＋Ｗｎ＝Ｃｐ
　トレンチ深さ：Ｔｄ［μｍ］
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　トレンチ角：α［ラジアン］
　ＣＭＰ Ｓｉ除去：Ｒｃｍｐ［μｍ］
　最終的ピラー深さ：Ｔｄ－Ｒｃｍｐ＝Ｔｐ［μｍ］
　ストライプギャップ：Ｇａｐ，ｓｔｒｉｐｅ［μｍ］
　コーナギャップ：Ｇａｐ，ｃｏｒｎｅｒ［μｍ］
　これら寸法によって、各領域の電荷平衡状態が算出され、当該状態が比較され得る。Ｇ
ａｐ，ｓｔｒｉｐｅ及びＧａｐ，ｃｏｒｎｅｒは、当該平行活性領域におけるよりもスト
ライプギャップ及びコーナギャップ領域における方がより高いブレークダウンを備える電
荷平衡状態を達成するように調整され得る。１つの方法は、当該Ｇａｐ，ｓｔｒｉｐｅ及
びＧａｐ，ｃｏｒｎｅｒにおけるより平衡化された電荷状態と、当該平行活性領域におけ
るＰ型リッチな電荷状態を得ることである。
＜長さ及び面積計算＞
　Ｌ０＝Ｔｐ／ｔａｎα
　Ｌ１＝Ｗｐ－Ｒｃｍｐ／ｔａｎα
　Ｌ２＝Ｃｐ－Ｌ１
　Ｌ３＝Ｇａｐ，ｓｔｒｉｐｅ＋２＊Ｒｃｍｐ／ｔａｎα
　Ｌ４＝Ｔｐ／ｔａｎα
　Ｌ５＝Ｗｐ－Ｒｃｍｐ／ｔａｎα
　Ｌ６＝Ｃｐ－Ｌ５
　Ｌ７＝Ｇａｐ，ｃｏｒｎｅｒ＋２＊Ｒｃｍｐ／ｔａｎα
　Ｈ＝Ｌ５＊ｔａｎα
　Ｓｌ＝Ｌ５＊Ｌ５
　Ｓ２＝Ｓ１＊｛（Ｈ－Ｔｐ）／Ｈ｝２
　Ｓ３＝（Ｔｐ／ｔａｎα）２
　Ｖ２＝（１／３）＊Ｈ＊Ｓ１－（１／３）＊Ｓ２＊（Ｈ－Ｔｐ）
　（Ｓｌ及びＳ２よって囲まれる八面体の体積）
　Ｖ３＝（ｌ／３）＊Ｓ３＊Ｔｐ
　（四角形ピラミッドの体積－底面積Ｓ３）
　Ｖ４＝Ｖ５＝｛（Ｌ５）２＊Ｔｐ－（Ｖ２＋Ｖ３）｝／２
　（四角形ピラミッドの体積－底面積Ｓ４又はＳ５）
＜実際の活性領域面積－Ａｐ及びＡｎ＞
　Ａｐ＝０．５＊（Ｌ１＋（Ｌ１－Ｌ０））＊Ｔｐ
　Ａｎ＝０．５＊（Ｌ２＋（Ｌ２＋Ｌ０））＊Ｔｐ
＜ストライプギャップ領域体積－Ｖｐｓ及びＶｎｓ＞
　Ｖｐｓ＝Ｖｐ１＋Ｖｐ２＝［Ｃｐ＊０．５＊｛Ｌ１＋（Ｌ１－Ｔｐ／ｔａｎα）｝＊Ｔ
ｐ］＋［（ｌ／４）＊（ｌ／３）＊｛（２＊Ｌ０）＊（２＊Ｌ１）｝＊Ｔｐ］
　Ｖｎｓ＝Ｖｎ１＋Ｖｎ２＝［０．５＊｛Ｌ３＋（Ｌ３＋２＊Ｌ０）｝＊Ｔｐ＊Ｃｐ］＋
［（０．５＊Ｌ０＊Ｔｐ＊Ｃｐ）－Ｖｐ２］
＜コーナギャップ領域体積－Ｖｐｃ及びＶｎｃ＞
　Ｖｐｃ＝Ｖｐ3＋Ｖｐ4＋Ｖｐ
　　　　＝［（３＊Ｌ６＋２＊Ｌ５）＊０．５＊｛Ｌ５＋（Ｌ５－Ｔｐ／ｔａｎα）｝＊
Ｔｐ＋Ｖ４］＋［Ｖ２］＋［（Ｌ７＋Ｌ４）＊０．５＊｛Ｌ５＋（Ｌ５－Ｔｐ／ｔａｎα
）｝＊Ｔｐ＋Ｖ５］
　Ｖｎｓ＝Ｖｔｏｔａｌ－Ｖｐｃ
　　　　＝（Ｌ５＋Ｌ４＋Ｌ７）＊（３＊Ｌ６＋３＊Ｌ５）＊Ｔｐ－Ｖｐｃ
　上記の式を用いることよって、６つの面積又は体積（Ａｐ、Ａｎ、Ｖｐｓ、Ｖｎｓ、Ｖ
ｐｃ及びＶｎｃ）が算出され得る。各領域におけるＰ／Ｎの比率も算出され得る（Ａｐ／
Ａｎ、Ｖｐｓ／Ｖｎｓ、Ｖｐｃ／Ｖｎｃ、ストライプ活性領域における面積比率Ａｐ／Ａ
ｎは体積比率と同一である）。
【０２６３】
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　当該ストライプギャップ領域及びコーナギャップ領域の電荷量比率は、それぞれ、（Ｎ
ａ・Ｖｐｓ）／（Ｎｄ・Ｖｎｓ）及び（Ｎａ・Ｖｐｃ）／（Ｎｄ・Ｖｎｃ）である。
【０２６４】
　これらの数はストライプ活性領域、（Ｎａ・Ａｐ）／（Ｎｄ・Ａｎ）、よりも好ましく
は１に近い。換言すれば、
　１≧（Ｎａ・Ｖｐｓ）／（Ｎｄ・Ｖｎｓ）且つ（Ｎａ・Ｖｐｃ）／（Ｎｄ・Ｖｎｃ）≧
（Ｎａ・Ａｐ）／（Ｎｄ・Ａｎ）
　又は（Ｎａ・Ａｐ）／（Ｎｄ・Ａｎ）≦（Ｎａ・Ｖｐｓ）／（Ｎｄ・Ｖｎｓ）且つ（Ｎ
ａ・Ｖｐｃ）／（Ｎｄ・Ｖｎｃ）≦１
　当該キャップ化されたストライプ及びキャップ化されたコーナは、上記の関係を満足す
るように決定されなければならない。もし当該ストライプ活性領域の電荷平衡状態が既知
である場合、体積比率の比較だけで当該ギャップの数が決定され得る。
【０２６５】
　例えば、
　Ｐ型リッチストライプ活性、Ａｐ／Ａｎ≧Ｖｐｓ／Ｖｎｓ及びＶｐｃ／Ｖｎｃ
　Ｎ型リッチストライプ活性、Ａｐ／Ａｎ≦Ｖｐｓ／Ｖｎｓ及びＶｐｃ／Ｖｎｃ
　図３４Ａ～３４Ｇは、本発明の例示的な実施例に従って、図２に示された構造を形成す
るための様々なプロセス工程における断面図である。図３４Ａにおいて、Ｎ型ｅｐｉ層３
４２２はＮ＋型基板３４２４を覆って周知の技術を用いている形成され、引き続き従来の
裏側シリコンＣＭＰがなされる。図３４Ｂにおいて、緩衝酸化物層３４４５がｅｐｉ層３
４２２上に形成され、ポリシリコン層３４４３が周知の方法を用いて形成される。示され
るように裏側アライメントマークがポリシリコン層３４４３に形成され、引き続いて図３
４Ｃにおいてポリシリコン３４４３及び酸化物３４４５が形成される。表側シリコンＣＭ
Ｐが次いで従来の方法を用いて実行される。
【０２６６】
　図３４Ｄにおいて、深いトレンチ３４３７が従来のマスキング及びシリコンエッチ技術
を用いて形成される。図３４Ｅにおいて、トレンチ３４３７は周知の方法に従ってエピタ
キシャルシリコン層３４３９で充填され、引き続きポストベークがなされる。図３４Ｆに
おいて、シリコンＣＭＰが実行されて当該シリコン表面が平坦化される。図３４Ｇにおい
て、従来のインプラントが実行されてＰ型リング３４２０が形成され、引き続いてフィー
ルド酸化が実行される。次に、周知の技術を用いて、ゲート酸化物及びゲートポリシリコ
ンが形成され、ポリシリコンが画定及びエッチングされ、そして活性Ｐ型ボディ領域３４
３８がインプラントされて熱処理（ドライブイン）がなされる。従来のソースインプラン
トが実行されてＮ＋型ソース領域３４１８が形成され、引き続いて窒化物堆積がなされる
。従来の高濃度ボディインプラントが実行されてＰ＋型領域３４０６がボディ領域３４３
８に形成される。周知の方法を用いて、ＢＰＳＧ３４１７が堆積されリフロー処理がされ
、そしてコンタクト開口部が当該ＢＰＳＧ、窒化物、及びコンタクトウインドウにおける
ゲート酸化物スタックを通してエッチングによって形成される。ソースメタル層３４１０
が形成されてソース領域３４１８及び高濃度ボディ領域３４０６とのコンタクトがなされ
る。更なる処理が実行されて裏側ドレインメタル３４２８が形成されてもよい。図３４Ａ
～３４Ｃよって表されるプロセスは平面状ゲートＦＥＴを志向するものである一方、この
プロセスを改変してトレンチゲートＦＥＴを得ることは本開示を得た当業者にとって明ら
かであろう。
【０２６７】
　当該Ｎ型ドーピングが当該シリコンの深さに沿って均一な場合、トレンチエッチングの
結果として生成されたトレンチのテーバに起因して、当該トレンチ幅は当該シリコン表面
からの距離に従って減少する。従って、当該トレンチに沿ったＰ型電荷の量が減少し、そ
の結果、当該トレンチの低部位における増加する電荷非平衡（Ｐ型が弱くＮ型が強い）に
起因して当該ブレークダウンが下げられる。本発明の実施例に従って、二重ｅｐｉ技術が
用いられて当該トレンチの低部位における電荷非平衡がオフセットされる。
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【０２６８】
　当該トレンチプロファイルがそれぞれ考慮されて、上部ｅｐｉ層３５０４及び下部ｅｐ
ｉ層３５０２について異なるドーピング濃度を備える電荷平衡構造が図３５Ａに示される
。当該図に一覧で示された例示的な寸法及びドーピング濃度の組の場合、示されたトレン
チ側壁の角度が与えられて、改善された電荷平衡状態が上部ｅｐｉ層３５０４及び下部ｅ
ｐｉ層３５０２においてそれぞれ得られ、ここでは、上部上ｅｐｉ層３５０４に下部ｅｐ
ｉ層３５０２よりも大きいｅｐｉドーピング濃度が用いられる。１つの実施例において、
当該２つのｅｐｉ層は高濃度ドープがなされた基板（図示せず）を覆って形成される。当
該構造の残る構造上の特徴は本明細書に説明されている他の平面状ゲートＦＥＴと同様で
あり得る。
【０２６９】
　図３５Ｂは、単一ｅｐｉ構成のブレークダウン電圧特性を図３５Ａに示された二重ｅｐ
ｉ構成と比較している。認識され得るように、異なるドーピング濃度を備える２つのｅｐ
ｉ層を用いることよって実質的により高いブレークダウン電圧が得られる。
【０２７０】
　２つ以上のｅｐｉ層が当該電荷平衡を当該所望の状態により正確に設定するのに用いら
れてもよい。もし上部ｅｐｉ層（又はその複数）がより高い抵抗率を有してＰ型リッチな
状態を誘起するように作られた場合、ＪＦＥＴインプラント（Ｎ型ドーパント）又はｅｐ
ｉＪＦＥＴが実施されて、隣接する複数のウエル領域間のＭＯＳＦＥＴネック領域の抵抗
を低減し得る。図３６は、かかるデバイスのためのドーピングプロファイルである。この
技術によって、頂部に狭いＮ型ピラーと底部に広いＮ型ピラーが好ましいＲＤＳｏｎを伴
って得られ得る。
【０２７１】
　尚、９０度未満の側壁を備えるＰ型ｅｐｉ充填トレンチは、当該ピラーの頂部でＱｐ＞
Ｑｎ且つ当該ピラーの底部でＱｐ＜Ｑｎの電荷平衡状態を提供し、この状態はＵＩＳの目
的とって好ましいものである。この状態はまた、当該底部での不完全なすなわちより小さ
い劣化に起因して、ＲＤＳｏｎにとって好ましいと共に、当該ボディダイオードのより柔
軟な逆方向回復特性とって好ましい。１つの実施例において、この状態は、底でより低い
ドーピングによった位分けされた（すなわち段階分けされた）Ｎ型ｅｐｉプロファイル形
成することよって得られる。他の実施例において、当該トレンチは、増加するＰ型ドーピ
ングプロファイルによった位分けされたＳＥＧｅｐｉ成長を用いて充填される。
【０２７２】
　当該トレンチ超接合プロセスにおいて、当該トレンチエッチ後に形成された様々な層及
び領域に対して当該深いトレンチが適切に配列されることを確実にするのにアライメント
マークが必要である。しかし、当該トレンチをｅｐｉで充填後、平坦化工程が滑らか且つ
平面な上面を形成するのに必要である。もし当該アライメントマークが当該ウエハの表側
に形成されたなら、当該アライメントマークは当該平坦化工程中に除去されことになる。
本発明の例示的な実施例に従って、当該トレンチを形成するのに先立ってアライメントマ
ークが当該ウエハの裏側に形成され、当該アライメントマークが当該表面の平坦化完了後
に当該表面に移転される技術が用いられる。この技術の１つの実施例は、図３７で提供さ
れるプロセスシーケンスに示される。
【０２７３】
　図３７において、ポリシリコン裏側シール３７０４を備えるシリコン基板３７０２が提
供される。アライメントマーク３７１６が裏側ポリシリコン３７０４に周知の技術を用い
て形成される。酸化物３７０８が当該裏側にポリシリコン３７０４を覆って周知の方法を
用いて形成され、従来のｅｐｉ成長プロセスが用いられて当該上側にｅｐｉ層３７０６が
形成される。酸化物はｅｐｉ層３７０６を覆って周知の技術を用いて形成されてもよく、
深いトレンチ３７１０がｅｐｉ層３７０６に従来のフォトリソグラフィ及びエッチングプ
ロセスを用いて形成される。トレンチ３７１０が次いでｅｐｉ材料３７１４で周知の技術
を用いて充填される。当該表側について従来のＣＭＰが実行されて当該表面が当該表側に
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沿って平坦化される。次に、裏側アライメントマーク３７１０が当該表側へ表側アライメ
ントマーク３７１２よって表される如く移転される。図３４Ａ～３４Ｃに関連して説明さ
れたのと同様のプロセス工程が用いられて、当該デバイスの残りの層及び領域が形成され
る。
【０２７４】
　図３８は、当該ウエハのアライメントマークを裏側から表側に移転するのに用いられる
設備の単純化された図である。図示されるように、左ミラー３８０２が裏側アライメント
マーク３８０８の画像を右ミラー３８１８上にレンズ３８１０を介して投射し、右ミラー
３８１８はウエハ３８０４の表側に沿って利用可能な裏側アライメント３８０８の画像３
８１４を結果的に作る。裏側アライメントマーク３８０８及びその投射された既知の画像
３８１４それぞれの相対的位置によって、アライメントマークが当該表側に当該裏側マー
クを備えるアライメントで形成され得る。
【０２７５】
　当該深いトレンチエッチ及び充填プロセスにおいて、当該Ｐ型ピラーにおける結晶欠陥
が漏れ電流の源になる場合がある。本発明の実施例に従って、当該トレンチｅｐｉ充填後
にポストベークプロセスが実行されて、より固い充填とシリコンマイグレーションによる
Ｐ型ピラー結晶化が提供される。図３９Ａ及び３９Ｂは、これらのプロセス工程の断面図
である。図３９Ａにおいて、当該トレンチはＰ型ｅｐｉ材料３９０８で周知の技術を用い
て充填される。しかし、示されるように、ｅｐｉ充填３９０８の中心部位は、もし未処理
ならば漏洩電流を誘発するはずの結晶欠陥を有する。図３９Ｂにおいて、ポストベーク工
程が実行され、シリコンマイグレーションが生じてより固いｅｐｉ充填３９１０が得られ
る。
【０２７６】
　１つの実施例において、当該ポストペーク工程が１１５０～１２５０℃の温度範囲、約
３０～１５０分の時間範囲、及びＮ２、Ａｒ又はＨ２の如き不活性環境下で実行されても
よい１つの特定の実施例において、温度１２００℃、時間６０分及びＮ２ガス下で当該ポ
ストベークが実行されたとき良好な結果が得られた。他の実施例において、当該ポストベ
ークプロセスが当該ボディ及びソース領域の形成前に実行され、その結果、当該高温度及
び当該ポストベーク時間が当該ソース及びボディ領域に不利な影響を与えることがない。
【０２７７】
　高い縦横比を有するトレンチを充填する挑戦は、当該トレンチの空隙形成を回避し、当
該トレンチの上部コーナに沿った局在化された成長に起因した周辺部ｅｐｉ閉塞を防止す
る。当該Ｐ型ピラーにおける空隙及び繋ぎ目が漏れ電流を生じる場合がある。本発明の実
施例に従って、繋ぎ目無し且つ空隙無しのｅｐｉ充填が当該ウエハを回転させることよっ
て得られ、当該回転の態様は、当該トレンチを画定するのに用いられる写真工程中におい
てオンアクシス（on-axis）の代わりにオフアクシス（off-axis)の態様である。実施例に
おいて、４５度のウエハ回転が用いられる。変形例において、回転された初ウエハが用い
られる。当該繋ぎ目及び空隙を除去することに加えて、当該ウエハ回転はｅｐｉ成長率を
高めるのを助ける。１つの実施例において、回転される基板が用いられる。図４０は、ウ
エハ４００２についてその平面４００４に対する４５度回転を示している。図４１Ａは、
ウエハ回転が用いられなかったケースのシリコンの結果である。当該ピラーの中央におけ
る空隙４１０２が観察され得る。図４１Ｂは、ウエハ回転が用いられたケースのシリコン
の結果である。何ら空隙又は繋ぎ目が当該トレンチについて見られ得ない。
【０２７８】
　図４２Ａ及び４２Ｂは、当該オンアクシス及びオフアクシスのウエハシナリオの場合の
結晶配向を示している。当該オンアクシスシナリオ（すなわち回転されないウエハ）にお
いて、当該トレンチ側壁に沿った結晶配向は、当該トレンチ底面及び当該メサ表面に沿っ
たものとは異なる。結晶配向における不適合は当該トレンチにおけるシリコン４２０４の
非均一成長を結果として生む。対照的に、当該オフアクシスシナリオ（すなわち回転され
るウエハ）において、当該結晶配向は垂直及び水平面に沿って適合している。この態様は
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、全方向における均一なｅｐｉ成長率の結果を生み、オンアクシスウエハの場合によりも
非常に良好なＰ型ピラー４２０４の充填プロファイルを生む。
【０２７９】
　高縦横比を有するトレンチの場合の従来のトレンチｅｐｉ充填プロセスにおいて、ｅｐ
ｉ成長中、高縦横比を有するトレンチの充填プロセスにおけるガス移動現象に起因して、
当該上部トレンチ側壁及び当該上部コーナに沿ったｅｐｉ成長が当該下部トレンチ側壁に
よりも早い速度で成長する。本発明の実施例に従って、複数工程のｅｐｉ充填及びエッチ
ングプロセスが深いトレンチをｅｐｉ材料で一様な形で均一に充填するのに用いられる。
【０２８０】
　図４３は、本発明の実施例に従って複数ｅｐｉ成長及びエッチ工程を用いた例示的なト
レンチ充填プロセスを示している。図４３において、最も左側のＳＥＭ画像は、トレンチ
エッチ直後のトレンチを示している。右側の次のＳＥＭ画像は、最初の従来のｅｐｉ堆積
プロセスを実行した後のトレンチを示している。認識され得るように、当該ｅｐｉは当該
上部トレンチ側壁及び上部トレンチコーナに沿ってより厚く成長する。しかし、次の工程
でｅｐｉプロセスが実行されて、当該堆積（図中デポと略称）された他の領域よりも、当
該上部トレンチ側壁及び上部トレンチコーナに沿って堆積されたｅｐｉのより大きい量が
除去される。当該第１のエッチ後、第２のｅｐｉ成長工程が実行され、引き続き第２のエ
ッチ工程が実行される。第３のｅｐｉ成長は実行され、更に右側に示されるＳＥＭ画像の
ように、当該トレンチは空隙又は繋ぎ目の形成の無くしてｅｐｉで完全に充填される。当
該ＳＥＭ画像より上のタイムラインは、当該堆積及びエッチシーケンス及びこれに対応す
る温度を示している。
【０２８１】
　このプロセスシーケンスは図４４Ａ～４４Ｆでより明らかに示される。図４４Ａは当該
複数工程ｅｐｉプロセスの開始に先立つトレンチ４４０４を示している。図４４Ｂにおい
て、第１のｅｐｉ堆積が実行されてｅｐｉ４４０６Ａが非均一な形で成長する。工程４４
Ｃで実行されるｅｐｉエッチが当該堆積されたｅｐｉの部位を除去し、その結果、当該残
っているｅｐｉ４４０６Ｂは比較的均一な厚さを有する。図４４Ｄ及び４４Ｅにおいて、
第２のｅｐｉ堆積及び第２のｅｐｉエッチが実行され、その結果、当該第２のｅｐｉエッ
チ後、ｅｐｉ４４０６Ｄの残っている層が比較的均一な厚さを有する。図４４Ｆにおいて
、最終的なｅｐｉ成長がトレンチ４４０４を完全に充填するように実行される。２つ又は
３つ以上の堆積－エッチシーケンスが、当該トレンチの縦横比及び他のプロセスを考慮し
て用いられてもよい。
【０２８２】
　尚、当該エッチ工程はＨＣｌを用いて実行されてもよく、当該ＨＣｌは当該トレンチコ
ーナにおけるｅｐｉ層の部位を、当該ｅｐｉ層の他の部位よりも早い速度で除去し得る。
従って、トレンチｅｐｉ充填において、欠陥無し、空隙無し及び高度に制御可能なドーピ
ング濃度が得られ得る。
【０２８３】
　堆積－エッチ－堆積のトレンチ充填プロセス中において、原位置（in-situ）のＨＣｌ
エッチに対して繰り返されるトレンチの露出は、当該シリコン結晶の損傷の原因となる。
もし堆積工程に先立って当該結晶が「治癒されない」すなわち「癒やされない」場合、欠
陥が成長中のｅｐｉ層との接面又は内部に形成される場合がある。本発明の実施例に従っ
て、ＨＣｌエッチサイクルの終わりにおいて（当該次の堆積工程の前に）、水素環境下で
の高温度アニール処理がこれら欠陥の発生を低減又は除去し、当該漏れ電流を低減する。
【０２８４】
　図４５Ａは、当該トレンチエッチ直後のトレンチのＴＥＭ画像である。当該トレンチ側
壁に沿った格子損傷が見られ得る。図４５Ｂは、水素環境下における高温アニール処理実
行後の当該トレンチ側壁の面を示している。認識され得るように、当該格子損傷が癒やさ
れて当該トレンチコーナが丸められている。図４５Ｃは、当該トレンチ側壁及び底に沿っ
てｅｐｉ層４５０４を成長した後のＴＥＭ画像である。当該トレンチ側壁とｅｐｉ層４５
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０４と間の接面は点線よって示されている。繰り返すに、何ら欠陥が当該トレンチ側壁と
新しく成長したｅｐｉ層４５０４との間の接面に観察されない。当該堆積及びエッチサイ
クルは、各ｅｐｉ層の表面に沿った欠陥を除去するために、当該ｅｐｉ層エッチング後に
中間アニール処理工程が繰り返されてもよい。電力ＦＥＴの他の全ての領域及び層は、本
明細書において記載された技術の何れか１つを用いて形成され得る。
【０２８５】
　本発明の実施例に従った技術、すなわち、当該堆積工程を通して当該ＨＣｌフローに流
量制御を与える技術は、当該トレンチ中央の空隙作成を避けると共に、当該上部トレンチ
コーナにおける周辺部ｅｐｉ閉塞を防止するのに非常に効果的である。当該ＨＣｌフロー
の流量制御は、当該トレンチの上部における過度のシリコン成長を禁止すると共に、当該
トレンチ上部から底への均一な成長を可能とする。この態様は、当該トレンチを均一に充
填するのに必要なｅｐｉ成長及びエッチ工程の数を低減し得る。
【０２８６】
　利用可能なツールの能力を利用して、ＨＣｌガスの流量制御が小フローの場合から高フ
ローの場合を可能とし、前者の場合は高い成長率が望ましいときの初期トレンチ充填間の
小フロー（例えば１０ｃｃ）であり、後者の場合は、ピンチオフ及びトレンチ中央の空隙
作成を避けるために当該上部トレンチコーナのｅｐｉ成長が抑制されるときの当該トレン
チの最終的な閉塞における高フロー（９００ｃｃ）である。
【０２８７】
　図４６Ａは、５０μｍトレンチ４６０２のエッチング直後のＳＥＭ画像である。図４６
Ｂは、ＨＣｌ無しｅｐｉ成長工程実行後のトレンチ４６０４のＳＥＭ画像である。認識さ
れ得るように、当該ｅｐｉ充填がトレンチ４６０４の上部近くを閉塞し、各トレンチに空
隙を形成している。対照的に、図４６Ｃに示されるように、当該堆積プロセスが流量制御
ＨＣｌフローを用いて実行されるとき、ｅｐｉの層が当該トレンチ側壁をトレンチ４６０
４の上部を閉塞することなく均一に覆っている。
【０２８８】
　図４７は、ｅｐｉ成長中に何らＨＣｌが用いられないケースと共に、様々なＨＣｌフロ
ーレートについてトレンチ位置対シリコン成長率との関係を示しているグラフである。当
該破線曲線はＨＣｌが用いられないケースに対応する。全ての他の曲線は、グラフ中に示
されるように、様々なＨＣｌフローレートと他のプロセスパラメータに対応する。当該破
線曲線から分かるように、ＨＣｌ無しでは、当該トレンチの上部乃至底ではｅｐｉ成長率
に広い変化がある。対照的に、流量制御されたＨＣｌが用いられた全ての他のケースにお
いては、何らＨＣｌが用いられないケースの如く当該トレンチ深さに沿って広く変化しな
い。当該グラフの左欄を参照すると、ｅｐｉ成長プロセスにおける異なるパラメータにつ
いて数値が提供され、かかる数値が当該トレンチの深さに沿って実質的に均一なｅｐｉ成
長を与えることが発見されている。本発明はこれらの数値に限られず、異なるプロセス技
術が、均一なｅｐｉ成長を成し遂げるために図４７で一覧されたものとは異なる値を必要
としてもよい。
【０２８９】
　以上の記載が本発明の特定の実施例の完全な説明を提供する一方で、可能な様々な改変
、変形及び均等物が可能である。例えば、本発明のある実施例が平面状ゲートＭＯＳＦＥ
Ｔの文脈で例示された一方で、同一の技術が、図に示された基板の極性を異なる極性に逆
転させるだけで、平面状ゲートＩＧＢＴの如き他の平面状ゲート構造に適用されてもよい
。同様に、当該構造及びプロセスシーケンスのあのものがＮチャネルＦＥＴの文脈にて説
明されるが、これら構造及びプロセスシーケンスを改変してＰ型チャネルＦＥＴを形成す
ることは本開示を受けた当業者にとって自明であろう。更に、本明細書において開示され
た様々な技術は、平面状ゲート構造に限られず、トレンチゲートＭＯＳＦＥＴ、トレンチ
ゲートＩＧＢＴ（トレンチゲートを有する）、シールドされたゲートＭＯＳＦＥＴ又はＩ
ＧＢＴ（下にシールド電極（複数）を備えるトレンチ化されたゲート）、及び整流器（シ
ョットキー整流器、ＴＭＢＳ整流器、その他を含む）として実現されてもよい。
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【０２９０】
　その上、各実施例毎に特に言及するまでもなく、当該終端構成及び電荷平衡技術の多く
を含む様々な実施例が図１Ａ～１Ｃに示された３つのレイアウト構成の何れかにおいて実
現されてもよい。同様に、本明細書で開示され且つ当該終端構成及び電荷平衡技術の多く
を含む実施例の多くは、当該トレンチｅｐｉ充填電荷平衡プロセス技術の実現に制限され
ず、当該複数ｅｐｉ層ピラープロセス技術において実現されてもよい。従って、この理由
及び他の理由のために、上記説明は本発明の範囲を制限するものとして捉えられるべきで
はなく、添付の請求の範囲よって画定されべきものである。
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